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平成 24年 7月 23日

肝炎対策推進室御中

「平成 25年度予算編成に関する要望について」 (平成 24年 6月 28日 付 )

に関して

有川哲雄

清本太一

平成 24年 6月 28日 付にて,朝倉美津子委員,阿部洋一委員,天野聰子委員 ,

大賀和男委員 ,武 田せい子委員 との連名にて,標記の要望書を提出いたしまし

たが,要望書の第 7項 (3)「 B型ウイルス肝炎の感染 。発症予防のため,ユニ

バーサルワクチン投与の公費負担を行 うための予算措置をして下さい。」との要

望事項につきましては,B型肝炎訴訟原告団において,「ユニバーサルワクチン」
に関して検討中であり意見の集約ができていませんので,私たち 2人について

は,要望することを留保 させていただきます。

なお,他の要望事項につきましては要望を維持いたします。

以上のとお り,私たち 2人ついては,標記の要望書の要望を一部修正させて

いただきたくお願い申し上げます。

以上



垣奮替尋
平成24年 7月23日

肝炎対策推進室御中

肝炎ウイルス検診における啓蒙活動の一例
清本 太一

今までの厚労省側からの広報では、性交渉の他に、ビアスやイレズミなどを

主な感染ルートとし、こく僅かな限られた方々を対象にするような文書でした。

下記は札幌市が7月 28日に配布する、肝炎デーの周知と、肝炎検査の促進を
目的としたポケットティッシュのデザインです。

集団予防接種は、20代以降の国民のほとんどがを受けており、
即ち、国民のほとんどに感染の危険性があつた事を伝える必要があります。

今後の広報活動においては:是非とも札幌市の様な姿勢で、広報してください。

Iメインコピーl

集団予防接種の注射器の使い回しなどによる肝炎ウイルス感染者は

全国に300万人以上いるといわれています。
,生に一度|よ肝炎ウイルス検査を受けてください。
その「一度」を一日でも早く。

あなたと、あなたの家族のために。

肝羮ウイルス
積■oす●●
無団予防接積の注射‖の
使い回しなどによる
ET資ウイルス感票者は
全国に300FA卜 1ト
いるといわれています。
一生に―離 肝炎ウイルス検壼た
受けてください。
その「―mを―日でも早く。
あなたと、あなたの家族のPcOに。

お近くの提携医療機関で受診できますので、

ポケットテッシュ(原寸)



第 8回肝炎対策推進協議会
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肝炎対策基本法 (平成二十一年法律第九十七号 )

目次                   ´

前文

第一章 総則 (第一条―第八条)
第二章 肝炎対策基本指針 (第九条 。第十条)
第二章 基本的施策
第一節 肝炎の予防及び早期発見の推進 (第十一条 。第十二条)
第二節 肝炎医療の均てん化の促進等 (第十三条―第十七条)
第二節 研究の推進等 (第十八条)
第四章 肝炎対策推進協議会 (第十九条 ,第二十条)
附貝」

今日、我が国には、肝炎ウイルスに感染し、あるいは肝炎に罹 (り )患した者が多数存在
し、肝炎が国内最大の感染症となっている。

肝炎は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化し、肝硬変、肝がんといったより重
篤な疾病に進行するおそれがあることから、これらの者にとって、将来への不安は計り知れ
ないものがある。

戦後の医療の進歩、医学的知見の積重ね、科学技術の進展により、肝炎の克服に向けた道
筋が開かれてきたが、他方で、現在においても、早期発昇や医療へのアクセスにはいまだ解
決すべき課題が多く、さらには、肝炎ウイルスや肝炎に対する正しい理解が、国民すべてに
定着しているとは言えない。

B型肝炎及びC型肝炎に係るウイルスヘの感染については、国の責めに帰すべき事由によ
りもたらされ、又はその原因が解明されていなかったことによりもたらされたものがある。
特定の血液凝固因子製剤にC型肝炎ウイルスが混入することによって不特定多数の者に感
染被害を出した薬害肝炎事件では、感染被害者の方々に甚大な被害が生じ、その被害の拡大
を防止し得なかったことについて国が責任を認め、集団予防接種の際の注射器の導続使用に
よってB型肝炎ウイルスの感染被害を出した予防接種禍事件では、最終の司法半」断において
国の責任が確定している。

このような現状において、肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者の人権を尊重しつっ、これ
らの者に対する良質かつ適切な医療の提供を確保するなど、肝炎の克服に向けた取組を一層
進めていくことが求められている。

ここに、肝炎対策に係る施策について、その基本理念を明らかにするとともに、これを総
合的に推進するため、この法律を制定する。

第一章 総則
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(目的)     .
第一条―この法律は、肝炎対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、医療保険者、

国民及び医師等の黄務を明らかにし、並びに肝炎対策の推進に関する指針の策定につい

て定めるとともに、肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的

に推進することを目的とする。

(基本理念)

第二条 肝炎対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。
一 肝炎に関する専門的、学際的又は総合的な研究を1化進するとともに、肝炎の予防、
診断、治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、活用し、及び発展さ

せること。                              
｀

二 何人もその居住する地域にかかわらず等しく肝炎に係る検査 (以下「月千炎検査」と
いう。)を受けることができるようにすること。

三 肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者 (以下「肝炎患者等」という。)がその居住す
る地域にかかわらず等しく適切な肝炎に係る医療 (以下「肝炎医療」という。)を受

けることができるようにすること。

四 前三号に係る施策を実施するに当たっては、肝炎患者等の人権が尊重され、肝炎患
者等であることを理由に差別されないように配慮するものとすること。

(国の責務)

第二条 国は、前条の基本理念 (次条において「基本理念」という。)にのっとり、肝炎対
策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務)

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、肝炎対策に関し、国との連携を図りつつ、
その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

(医療保険者の責務)

第五条 医療保険者 (介護保険法 (平成九年法律第百二十三号)第七条第七項に規定する医
療保険者をいう。)は、国及び地方公共団体が講ずる肝炎の予防に関する啓発及び知|‖t

の普及、肝炎検査に関する普及啓発等の施策に協力するよう努めなければならない。

(国民の責務)

第六条 国民は、肝炎に関する正しい知識を持ち、肝炎患者等が肝炎患者等であることを理
由に差別されないように配慮するとともに、肝炎の予防に必要な注意を払うよう努め、

必要に応じ、肝炎検査を受けるよう努めなければならない。
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(医師等の責務)

第七条 医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずる肝炎対策に協力し、
肝炎

の予防に寄与するよう努めるとともに、肝炎患者等の置かれている状況を深く認識し、
良質かつ適切な肝炎医療を行うよう努めなければならない古

(法制上の措置等)

第八条 政府は、肝炎対策を実施するため必要な法制上又lま財政上の措置その他の措置を講
じなければならない。

第二章 肝炎対策基本指針

(肝炎対策基本指針の策定等)

第九条 厚生労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基
本的な指針 (以下「肝炎対策基本指針」という。)を策定しなければならない。
2 肝炎対策基本指針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
二 肝炎の予防のための施策に関する事項
三 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
四 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
五 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
六 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
七 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
八 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
九 その他肝炎対策の推進に関する重要事項
3 厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定しようとするときは、あらかじめ、関係行
政機関の長に協議するとともに、肝炎対策推進協議会の意見を聴くものとする。
4 厚生労働大臣は、肝炎対策基本指針を策定したときは、遅滞なく、これをインターネ
ットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。

5 厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関す
る評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要がある
と認めるときには、これを変更しなければならない。

6 第三項及び第四項の規定は、肝炎対策基本指針の変更について準用する。

(関係行政機関への要請)

第十条 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対して、肝炎対
策基本指針の策定のための資料の提出又は8T炎対策基本指針において定められた施策
であって当該行政機関の所管に係るものの実施について、必要な要請をすることができ
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る。

第二章 基本的施策

第一節 肝炎の予防及び早期発見の推進

(肝炎の予防の推進)

第十一条 国及び地方公共団体は、肝炎の予防に関する啓発及び知識の普及その他の肝炎
の予防の推進のために必要な施策を講ずるものとする。

(肝炎検査の質の向上等)

第十二条 国及び地方公共団体は、肝炎の早期発見に資するよう、肝炎検査の方法等の検討、
肝炎検査の事業評価の実施、肝炎検査に携わる医療従事者に対する研修の機会の確保そ

の他の肝炎検査の質の向上等を図るために必要な施策を講ずるとともに、肝炎検査の受

検率の向上に資するよう、肝炎検査に関する普及啓発その他必要な施策を講ずるものと

する。

第二節 肝炎医療の均てんイヒの促進等

(専 Fl的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成)

第十三条 国及び地方公共団体は、インターフェロン治療等の抗ウイルス療法、肝庇護療
法その他の肝炎医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者

の育成を図るために必要な施策を講ずるものとする。

(医療機関の整備等)

第十四条 国及び地方公共団体は、肝炎患者等がその居住する地域にかかわらず等しくその
状態に応じた適切な肝炎医療を受けることができるよう、専門的な肝炎医療の提供等を

行う医療機関の整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。

2 国及び地方公共団体は、肝炎患者等に対し適切な肝炎医療が提供されるよう、前項
の医療機関その他の医療機関の間における連携協力体制の整備を図るために必要な施

策を講ずるものとする。

(肝炎患者の療養に係る経済的支援)

第十五条 国及び地方公共団体は、肝炎患者が必要に応じ適切な肝炎医療を受けることが
できるよう、肝炎患者に係る経済的な負担を軽減するために必要な施策を講ずるものと

する。

(肝炎医療を受ける機会の確保等)
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第十六条 国及び地方公共団体は、肝炎患者が肝炎医療を受けるに当たって入院、通院等
に支障がないよう医療機関、肝炎患者を雇用する者その他の関係する者間の連携協力体
制を確保することその他の肝炎患者が肝炎医療を受ける機会の確保のために必要な施
策を講ずるとともに、医療従事者に対する肝炎患者の療養生活の質の維持向上に関する
研修の機会を確保することその他の肝炎患者の療養生活の質の維持向上のために必要
な施策を講ずるものとする。

(肝炎医療に関する情報の収集提供体制の整備等)

第十七条 国及び地方公共団体は、肝炎医療に関する情報の収集及び提供を行う体制を整備
するために必要な施策を講ずるとともに、肝炎患者等、その家族及びこれらの者の関係
者に対する相談支援等を推進するために必要な施策を講ずるものとする。

第二節 研究の推進等

第十八条 国及び地方公共団体は、革新的な肝炎の予防、診断及び治療に関する方法の開発
その他の肝炎の罹患率及び肝炎に起因する死亡率の低下に資する事項についての研究
が促進され、並びにその成果が活用されるよう必要な施策を講ずるものとする。
2 国及び地方公共団体は、肝炎医療を行う上で特に必要性が高い医薬品及び医療機器の
早期の薬事法 (昭和三十五年法律第百四十五号)の規定による製造販売の承認に資する
ようその治験が迅速かつ確実に行われ、並びに肝炎医療に係る標準的な治療方法の開発
に係る臨床研究が円滑に行われる環境の整備のために必要な施策を講ずるものとする。

第四章 肝炎対策推進協議会

第十九条 厚生労働省に、肝炎対策基本指針に関し、第九条第二項 (同条第六項において準
'用する場合を含む。)に規定する事項を処理するため、肝炎対策推進協議会 (以下「協
議会」という。)を置く。

第二十条 協議会は、委員二十人以内で組織する。
2 協議会の委員は、肝炎患者等及びその家族又は遺族を代表する

.者

、肝炎医療に従事す
る者並びに学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。
3 協議会の委員は、非常勤とする。
4 前三項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定め
る。

、 附 則

(施行期日)
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第一条 この法律は、平成二十二年一月一日から施行する。

(肝硬変及び肝がんに関する施策の実施等)

第二条 国及び地方公共団体は、肝硬変及び肝がんに関し、その治療を行う上で特に必要
性が高い医薬品及び医療機器の早期の薬事法の規定による製造販売の承認に資する

ようその治験が迅速かつ確実に行われ、並びに新たな治療方法の研究開発の促進その

他治療水準の向上が図られるための環境の整備のために必要な施策を講ずるものと

する。

2 肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの忠者に対する支援の在り方については、これ
らの患者に対する医療に関する状況を勘案し、今後必要に応じ、検討が加えられるも

のとする。
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参考資料 2

肝炎対策推進協議会令 (平成二十一年政令第二百九号)

(委員 の任期 )

第一条  肝炎対策推進協議会 (以下「協議会」という。)の委員の任期は、二年とする。た
だし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

2 委員は、再任されることができる。

(会長 )

第二条  協議会に、会長を置き、委員の互選により選任する。
2 会長は、会務を総理し:協議会を代表する。
3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。

(専門委員 )

第三条  協議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことが
できる。

2 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が
任命する。

3 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、
解任されるものとする。

4 専門委員は、非常勤とする。

(議事 )

第四条 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決することができない。
2 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する
ところによる。

(庶務 )

第五条 協議会の庶務は、厚生労働省健康局疾病対策課において処理する。

(雑則 )

第六条  この政令に定めるもののほか、議事の手続その他協議会の運営に関し必要な事項は (
会長が協議会に諮って定める。

附 則
この政令は、平成二十二年一月一日から施行する。
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参考資料 3

肝炎対策の推進に関す る基本的な指針

1       平成 23年 5月 16日

目次

第 1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
第 2 肝炎の予防のための施策に関する事項
第 3 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
第 4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項          ~
第 5 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
第 6 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
第 7 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
第 8 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
第 9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項

月干炎とは、肝臓の細胞が破壊されている状態であり、その原因は、ウイルス性、ア
ルコール性、自己免疫性等に分類,され、多様である。我が国では、B型月干炎ウイルス
又は C型肝炎ウイルス (以下「肝炎ウイルスJと いう。)感染に起因する肝炎患者が肝
炎にり患した者の多くを占めており、B型肝炎及び C型肝炎に係る対策が喫緊の課題
となつている。

近年の国におけるB型肝炎及び C型肝炎に係る対策については、平成 14年度以降、
C型肝炎等緊急総合対策を実施し、平成 19年度には、都道府県に対し、月千疾患診療連
携拠′点病院 (以下「拠点病院」という。)0整備について要請する等の取組を進めてき
た。

また、平成 20年度以降、肝炎の治療促進のための環境整備、肝炎ウイルス検査の促
進、肝炎に係る診療及び相談体制の整備t国民に対する肝炎に係る正しい知識の普及
啓猪並びに肝炎に係る研究の推進のち本の柱からなる月干炎総合対策を進めてきた。
1 さらに、研究分野に関しては、平成 20年 6月 に、月干炎の専門家からなる肝炎治療戦
略会議が「肝炎研究 7カ年戦略」を取りまとめ、これに基づき肝炎研究に取り組んで
きたところである。

しかしながら、肝炎ウイルスに感染しているものの自覚のない者が多数存在すると

推定されることや、肝炎ウイルスに起因する肝炎、肝硬変又は肝がんに係る医療 (以

下「肝炎医療」という。)の体制が十分整備されていない地域があること等、肝炎医療
を必要とする者に適切に月千炎医療を提供していくためには、いまだ解決すべき課題が

多い。また、肝炎ウイルスの感染経路等についての国民の理解が十分でないことや、

肝炎ウイルス検査を受検する必要性に関する認識が十分でないことに加え、一部では、
肝炎ウイルスに持続感染している者 (ウイルス性肝炎から進行した肝硬変又は肝がん
の患者を含む。以下「肝炎患者等」という。)に対する不当な差別が存在することが指
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摘されている。このような状況を改善し、今後、肝炎対策のよリー層の推進を図るた

めには、国や地方公共団体のみならず、あらゆる関係者が一体となって、よリー層の

連携を図ることが必要である。

本指針は、このような現状の下に、肝炎患者等を早期に発見し、また、肝炎患者等

が安心して治療を受けられる社会をll」l築するため、国、地方公共団体等が取り組むベ

き方向性を示すことにより、月干炎対策のより上層の推進を図ることを目的とし、肝炎

対策基本法 (平成21年法律第97号)第 9条第1項の規定に基づき策定するものであ
る。                                  |
なお、我が国では、現在、肝炎にり患した者に占める患者数の多さから、B型肝炎
及び C型肝炎に係る対策が喫緊の課題となつている。このため、本指針においては、
B型肝炎及び C型肝炎に係る対策に関する事項を定めるものとする。

第1 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
(1)基本的な考え方
肝炎 (B型肝炎及び C型肝炎をいう。以下同じ。)は、適切な治療を行わないまま

放置すると慢性化し、肝硬変や月千がんといったより重篤な病態に進行するおそれがあ

る。このため、肝炎患者等が生活する中で関わる全ての者が月干炎に対する理解を深め、

これらの者の協力の下、肝炎患者等が安心して生活できる環境づくりに取り組むこと

がZ、要である。

また、肝炎対策は、肝炎患者等を含めた国民の視′点に立ち、国民の理解、協力を得

て、肝炎患者等を含む関係者が一体となって、連携して対策を進めることが重要であ

る。

(2)肝炎ウイルス検査の更なる促進
月干炎ウイルスの感染経路は様々であり、個々人が肝炎ウイルスに感染した可能性が

あるか否かを一概に判断することは困難であることから、全ての国民が、少なくとも

一回は肝炎ウイルス検査を受検する必要があると考えられる。このため、肝炎ウイル

ス検査の受検体制を整備し、受検の勧奨を行うことが必要である。

(3)適切な肝炎医療の推進
肝炎患者等の健康保持のためには、個々の状況に応じた適切な治療を受けること

が重要である。

肝炎患者等に対し、病態に応じた適切な肝炎医療を提供するためには、専門的な

知識や経験が必要であるため、個々の肝炎患者等は、肝炎医療を専門とする医療機

関 (以下「専門医療機関」という。)において治療方針の決定を受けることが望まし
い 。

また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続して適

切な治療を受けることが必要である。

このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよ
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う、地域の特性に応じた月干疾患診療体制の整備の促進に向けた取組を進める必要が

ある。

また、月千炎ウイルスを排除し又はその増殖を抑制する抗ウイルス療法 (肝炎の根

治目的で行 うインターフェロン治療又はB型肝炎の核酸アナログ製剤治療をいう。
以下同じ。)にもいては、肝積変や肝がんといった、より重篤な病態への進行を予防
し、又は遅らせることが可能であり、また、ウイルス量が低減することにより二次

感染の予防につながるという側面がある。このため、引き続き、抗ウイルヌ療法に

対する経済的支援に取り組み、その効果を検証していく必要がある。

(4)肝炎医療を始めとする研究の総合的な推進
肝炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変や肝がんといった重

篤な病態に進行する。このため、月千炎医療の水準の向上等に向けて、肝炎に関する

基礎、臨床及び疫学研究等を総合的に推進する必要がある。

また、肝炎患者等の負担軽減に資するよう、肝炎対策を総合的に推進するための

基盤となる行政的な課題を解決するために必要な研究についても進める必要がある。

(5)肝炎に関する正しい知識の更なる普及啓発
肝炎ウイルスは、感染しても自覚症状に乏しいことから、感染に気付きにくく、ま

た、感染を認識していても、感染者が早急な治療の必要性を認識しにくい。このため、

国民一人一人が自らの肝炎ウイルスの感染の有無を把握し、肝炎についての正しい知

識を持つよう、更なる普及啓発に取り組む必要がある。

さらに、月干炎患者等に対する不当な差別を解消し、また、感染経路についての知識

不足による新たな感染を予防するためにも、肝炎についての正しい知識の普及が必要

である。

(6′)肝炎患者等及びその家族等に対する相談支援や情報提供の充実
肝炎患者等及びその家族等の多くはヾ肝炎が肝硬変や肝がんといった、より重篤

な病態へ進行することに対する将来的な不安を抱えている。またく治療における副

作用等、治療開始前及び治療中において、精神的な負担に直面することも多い。こ

のため、こうした肝炎患者等及びその家族等の不安や精神的負担の軽減に資するた

め、肝炎患者等及びその家族等べの相談支援を行う必要がある。

また、肝炎患者等及びその家族等を含む国民の視点に立った分かりやすい情報提

供について(取組を強化する必要がある。

第2 肝炎)の予防のための施策に関する事項
(1)今後の取組の方針について

感染経路についての知識不足による新たな感染を予防するため、全ての国民に対

して肝炎についての正しい知識を普及することが必要である。

また、国は、地方公共団体に対して、妊婦に対するB型肝炎抗原検査を妊婦健康
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診査の標準的な検査項目として示すほか、各医療機関において、当該検査の結果が

陽性であつた妊婦から出生した平L児に対するB型肝炎′ワクチンの接種等の適切な対
応が行われるよう指導を求める等の B型肝炎母子感染予防対策を講じており、引き
続きこの取組を進める。

さらに、B型肝炎の感染はワクチンによつて予防可能であることから、水平感染

防止の手段の一つとして、B型肝炎ワクチンの予防接種の在り方について検討を行

う必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生を防止するため、日常生活上の感染
予防の留意点を取りまとめた啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ

る感染予防ガイドライン等を作成するための研究を推進する。また、当該研究の

成果4勿を活用し、地方公共団体等と連携を図り、普及啓発を行う。    '
イ 国は、ピアスの穴あけ等血液の付着する器具の共有を伴う行為や性行為等、感
染の危険性のある行為に興味を1包く年代に対して、肝炎についての正しい知識と

理解を深めるための情報を取りまとめ、地方公共団体等と連携を図り、普及啓発

を行う。

ウ 国及び地方公共団体は、医療従事者等の感染のリスクの高い集団を中心として、
B型肝炎ワクチンの有効性、安全性等に関する情報提供を行う。
工 国は、水平感染防止の手段としてのB型肝炎ワクチン接種の有効性、安全性
等に関する情報を踏まえ、当該ワクチンの予防接種の在り方について検討を行う。

第3 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
(1)今後の取組の方針について                 '
肝炎ウイルスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウイルス検査については、医

療保険者や事業主等の多様な実施主体において実施されていることや、プライバシー

に配慮して匿名で実施されている場合があること等から、当該検査の受検状況の実態

を把握することは困難な状況にある。しかしながら、肝炎ウイルス検査体制の整備及

び普及啓発を効果的に実施するためには、施策を行う上での指標が必要であり、この

ため、従前から実施している肝炎ウイルス検査の受検者数の把握のための調査に加え

て、月干炎ウイルス検査の受検率について把握するための調査及び研究が必要である。

また、月干炎ウイルス検査の未受検者や、受検しているが検査結果を正しく認識して

いない者等、感染の事実を認識していない肝炎患者等が多数存在することが推定され

る。このため、感染経路は様々であり、本人の自覚なしに感染している可能性がある

ことを含めて、肝炎に関する正しい知識の普及啓発を行い、全ての国民が少なくとも

一回は月干炎ウイルス検査を受検することが必要であることを周知する。また、希望す

る全ての国民が肝炎ウイルス検査を受検できる体制を整備し、その効果を検証するた

めの研究を推進する必要がある。

さらに、肝炎ウイルス検査の結果について、受検者各自が正しく認識できるよう、
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肝炎の病態等に係る情報提供を行うとともに、肝炎医療に携わる者に対し、最新の肝

炎ウイルス検査に関する知見の修得のための研修の機会を確保する必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、国民の肝炎ウイルス検査に係る受検率や検査後の受診状況等にういて
把握するための調査及び研究を行う。

イ 国は、現在、地方公共団体が実施主体となって行つている肝炎ウイルス検査
について、地方公共団体に対し、引き続き、検査実施とその体制整備を要請す

るとともに、月干炎ウイルス検査の個別勧奨や出張型検診等を推進することによ

り、更なる検査実施を支援する。

ウ 国及び地方公共団体は、住民に向けた肝炎ウイルス検査に関する広報を強化
する。、あわせて、職域において健康管理に携わる者や、医療保険者、事業主等

の関係者の理解と協力の下、引き続き、これらの関係者から、労働者に対する

受検勧奨が行われるよう要請する。
工 国は、多様な検査機会が確保されるよう、医療保険者が健康保険法 (大正 11
年法律第 70号)に基づき行う健康診査等及び事業主が労働安全衛生法 (昭和47

年法律第 57号)に基づき行う健康診断に併せて実施する肝炎ウイルス検査につ
いては、継続して実施されるよう医療保険者及び事業主に対して要請する。ま
.た、医療保険者や事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果につい
てtプライバシーに配慮した適正な通知と取扱いがなされるよう、医療保険者
及び事業主に対して改めて周知する。

オ 国は、肝炎ウイルス検査の受検前及び結果通知時において、受検者各自が、
病態、治療及び予防について正しく認識できるよう、肝炎の病態、治療及び予

防に関する情報を取りまとめ、地方公共団体等と連携を図り、普及啓発を行う。

力 国及び地方公共団体は、医療機関に対し、手術前等に行われる肝炎ウイルス
検査の結果について、受検者に適切に説明を行うよう要請する。また、国は、

医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況等に

ついて、実態把握のための調査研究を行う。

キ 国は、独立行政法人国立国際医療研究センター肝炎情報センター (以下「肝
炎情報センター」という。)に対し、国立国際医療研究センターの中期目標及び      '
中期計画に基づき、拠点病院において指導的立場にある医療従事者に対して、

最新の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請

する。

第4 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎ウイルス検査の結果、診療が必要と判断された者が医療機関で受診しない、ま

た、たとえ医療機関で受診しても、必ずしも適切な肝炎医療が提供されていないとい

う問題点が指摘されている。
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このため、全ての肝炎患者等が継続的かう適切な肝炎医療を受けることができる体

制を整備するため、拠点病院を中心として、「都道府県における肝炎検査後肝疾患診

療体制に関するガイドライン」(平成 19年全国C型肝炎診療懇談会報告書)に基づ

き、拠′点病院、専門医療機関及びかかりつけ医が協l15Jする仕組みとして、地域におけ

る肝炎診療ネットワークの構築を進める必要がある。また、地域や職域において健康

管理に携わる者を含めた関係者の連携の下、肝炎患者等に対する受診勧奨及び肝炎ウ

イルス検査後のフォロ‐アップを実施することにより、肝炎患者等の適切な医療機関
べの受診を進める必要がある。

また、肝炎患者等が、働きながら継続的に治療を受けることができる環境づくり

に向けて、引き続き、事業主、職域において健康管理に携わる者及び労働組合を始

めとした関係者の協力を得られるよう、必要な働きかけを行う必要がある。

さらに、肝炎患者等の経済的負担軽減のための抗ウイルス療法に係る肝炎医療費

助成の実施及び肝炎医療に係る諸制度の周知により、肝炎の早期かつ適切な治療を

推進する。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、地方公共団体と連携して、月干炎患者等が個々の病態に応じた適切な月干炎
医療を受けられるよう、肝炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支

援を地域や職域において中心となって進める人材の育成を推進する。また、肝炎

患者等に対する情幸晨提供や、拠点病院、専門医療機関及びかかりつけ医の連携等

に資するため 肝ゞ炎の病態、治療方法、肝炎医療に関する制度等の情報を取りま

とめた手帳等を肝炎患者等に対して配布する。

イ 国は、地域や職域において健康管理に携わる者が肝炎患者等に対して提供する
ために必要な情幸Rを取りまとめ、地方公共団体や医療保険者等と連携を図り、普

及 Fnt発を行う。

ウ 国は、肝炎情報センターが拠点病院の医療従事者を対象として実施する研修を
効果的に進めるための技術的支援を行う。また、国及び都道府県は、拠点病院が

行う研修について、より効果的な実施方法等について検討し、研修内容の充実を
1図る。

工 国は、地域における診療連携の推進に資する研究を行い、その成果物を活用し、
ヽ

地域の特性に応じた診療連携体制の強化を支援する。

オ 国は、職域における肝炎患者等に対する理解を深めるため、肝炎の病態、治療
方法及び月千炎患者等に対する望ましい配慮にういての先進的な取組例等の情報

を取りまとめ、各事業主団体と連携を図り、普及啓発を行うD

力 国は、就労を維持しながら適切な肝炎医療を受けることができる環境の整備等
につぃて、各事業主団体に対し、協力を要請する。

キ 国は、月干炎医療費助成制度、高額療養費制度、傷病手当金、障害年金等の肝炎
医療に関する制度について情報を取りまとめ、地方公共団体と連携を図り、拠点

病院の肝疾患相談センターを始めとした医療機関等における活用を推進する。
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ク 肝炎情報センターは、肝炎医療に係る最新情報、拠点病院及び専門医療機関等
のり不 卜並びに拠点病院において対応可能な肝炎医療の内容に関して情報収集
を行い、当該情報を肝炎情報センターのホニムページに分かりやすく掲載するこ

と等により、医療従事者及び国民に向けて可能な限り迅速に周知を図る:

第 5 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎ウイルスヘの新たな感染を防止し、月干炎医療の水準を向上させるためには、

肝炎の予防及び医療に携わる人材の育成が重要である。

このため、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生の防止に資するよう、肝炎の感染
予防について知識を持つ人材を育成するとともに、月干炎ウイルス感染が判明した後
に適切な月千炎医療に結びつけるための人材を育成する必要がある。

また、月干炎医療に携わる者が、最新の肝炎検査に関する知見を修得すること|ま、
適切な治療方針の決定や患者に対し的確な説明を行う上で非常に重要であるため、
月干炎医療に携わる者の資質向上を図る必要がある。

さらに、地域における肝炎に係る医療水準の向上等に資する指導者を育成するこ

とが必要である。

(2)今後肇組が必要な事項について
ア 国は、肝炎ウイルスヘの新たな感染の発生を防止するため、日常生活上の感染
予防の留意点を取りまとめた啓発用の資材や、集団生活が営まれる各施設におけ

る感染予防ガイドライン等を作成するための研究を推進する。また、当該研究の

成果物を活用し、地方公共団体等と連携を図り、普及啓発を行う。 (再掲)
・イ 国は、地方公共団体と連携して、,肝炎患者等が個々の病態に応じた適切な肝炎
医療を受けられるよう、肝炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨等の支

援を地域や職域において中心となって進める人材の育成を推進する。 (再掲)

ウ 国は、肝炎情報センターに対し、国立国際医療研究センターの中期目標及び中
期計画に基づき、拠点病院において指導的立場にある医療従事者に対して、最新

`

の知見を踏まえた肝炎検査及び肝炎医療に関する研修が行われるよう要請する。

(再掲)

工 国は、肝炎情報センターが拠′点病院の医療従事者を対象として実施する研修を
効果的に進めるための技術的支援を行う。また、国及び都道府県は、拠点病院が

行う研修について、より効果的な実施方法等について検討し、研修内容の充実を

図る。 (再掲)

第6 肝炎に関する調査及び研究に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎研究については、これまでの成果を肝炎対策に適切に反映するため、研究実績
を総合的に評価、検証するとともに、今後、行政的な課題を解決するために必要な研
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究を実施していく必要がある。

また、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる肝炎研究を推進するとともに、

将来の肝炎研究を担う若手研究者の育成を行い、肝炎研究の人的基盤の拡大を目指す。

さらに、肝炎研究について、国民の理解を得られるよう、分かりやすい情報発信を

推進する必要がある。なお、研究成果の公表に当たつては、差別や偏見を招くことの

ないよう、十分に配慮するものとする。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、「肝炎研究7カ年戦lJ6」 に基づく月干炎研究を一層推進するとともに、そ
の研究成果について評価、検証を行い、肝炎対策推進協議会に報告する。

イ 国は、肝炎研究分野において、若手研究者の人材育成を積極的に行う。
ウ 国は、「肝炎研究7カ年戦略」に基づく肝炎研究に加え、肝炎対策の推進に資
することを目的として、以下の行政的な研究を行う。

(ア)日 常生活上の感染予防の留意点を取りまとめた啓発用の資材や、集団生活.が
営まれる各施設における感染予防ガイドライン等を作成するための研究

(イ )医療機関において手術前等に行われる肝炎ウイルス検査の結果の説明状況  、
等について、実態を把握するための研究

(ウ )地域における診療連携の推進に資する研究
(工)職域における肝炎患者等に対する望ましい配慮の在り方に関する研究
(オ)具体的な施策の目標設定に資する肝炎、肝硬変及び肝がん等の病態別の実    '
態を把握するための調査研究

(力 )肝炎患者等に対する偏見や差別の実態を把握し、その被害の防止のための
ガイドラインを作成するための研究

(キ)その他肝炎対策の推進に資する研究
工 国は、肝炎研究について国民の理解を得られるよう、当該研究の成果について
分かりやすく公表し、周知を図る。

第7 肝炎医療のための医薬品の研究開発の推進に関する事項
(1)今後の取組の方針について

肝炎は重篤な疾病であり、月干炎医療に係る医薬品を含めた医薬品の開発等に係る

研究が促進され、薬事法 (昭和 35年法律第 145号 )の規定に基づく製造販売の承

認が早期に行われるよう、治験及び臨床研究を推進し、さらに、肝炎医療のための

医薬品を含めた、特に医療上必要性が高い医薬品及び医療機器が速やかに医療現場

に導入されるよう、審査の迅速化等の必要な措置を講じる必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
・ ア 国は、肝炎医療の医療水準の向上等に資する新医薬品の開発等に係る研究を推
進する。

イ 国は、肝炎医療に係る新医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験及び臨床研究
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を推進する。

ウ 国は、肝炎医療に係る新医薬品、新医療機器等について、優れた製品を迅速に
医療の現場に提供できるよう、有効性や安全 l■に関する審査体制の充実強化等を

｀  図る等承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組を推進する。
工 国は、肝炎医療に係 る新医薬品等のうち、欧米諸国で承認等されているが国内
で未承認の医薬品等であつて医療上必要性が高いと認められるものにもいて、関

係企業に治験実施等の開発要請σ取組を行う。

オ 国は、肝炎医療に係る新医薬品等のうち、医療上の有用性等の要件を満たす医
薬品については、優先して承認審査を進める。

第8 肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する事項
(1)今後の取組の方針について
肝炎に係る正しい知識については、国民に十分に浸透していないと考えられる。こ

うした中において、肝炎ウイルス検査の受検を勧奨し、また、月干炎ウイルスの新たな

感染を予防するためには、全ての国民に対して、肝炎の予防、病態及び治療に係る正

しい理解が進むよう普及啓発及び情報提供を推進する必要がある。

また、早期に適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及が治療に係る正し

い知識を持つことができるよう、普及啓発及び情報提供を積極的に行うとともに、肝

炎患者等が、不当な差別を受けることなく、社会において安心して暮らせる環境づく

りを目指し、肝炎患者等とその家族等、医療従事者、事業主等の関係者を始めとした

全ての国民が、肝炎について正しい知識を持つための普及啓発を推進する必要がある。

(2)今後取組が必要な事項について
ア 国は、平成 22年 5月 の世界保健機関 (WHO)総会において、世界肝炎デー       |
の実施が決議されたことを踏まえ、日本肝炎デーを設定する。あわせて、国及       |
び地方公共団体は、財団法人ウイルス肝炎研究財団が従来から実施してきた期干

臓週間」と連携し、肝炎に関する集中的な普及啓発を行う。

イ 国及び地方公共団体は、あらゆる世代の国民が、肝炎に係る正しい知識を持
つための普及啓発を行う。

ウ 国及び地方公共団体は、国民に対し、近年、我が国における感染事例の報告が
ある急性B型肝炎 (ジェノタイプA)は、従来に比し、感染が慢性化することが
多いとされていることに鑑み、母子感染や乳幼児期の水平感染に加えて、性行為

等により感染する可能性があり、予防策を講じる必要があることについて普及啓

発を行う。

工 国及び地方公共団体は、肝炎患者等への受診勧奨を行うため、医療保険者、医
師その他の医療従事者の団体、職域において健康管理に携わる者の団体、事業

主団体等の協力を得て、肝炎の病態、知識や肝炎医療に係る制度について普及

啓発を行う。

オ 国は、肝炎患者等、医師等の医療従事者、職域において健康管理に携わる者、

-17-



事業主等の関係者が、それぞれにとって必要な情報を取りまとめ、普及啓発を

行う。

力 国は、就労を維持しながら適切な肝炎医療を受けることができる環境の整備等
について、各事業主団体に対し、協力を要請する。(再掲)

キ 国は、地域の医療機関において、肝炎に係る情報提供が適切になされるよう、
月干炎情報センターに対し、情報提供の機能を充実させるよう要請する。

ク 国及び都道府県は、拠点病院の肝疾患相談センターを周知するための普及啓発
を行う。

ケ 国は、医療保険者や事業主が肝炎ウイルス検査を実施する場合の検査結果につ  _
いて、プライバシーに配慮した適正な通知と取扱いについて、医療保険者及び

事業主に対して改めて周知する。 (再掲)

コ 国は、肝炎患者等に対する偏見や差別の実態を把握し、その被害の防上のため
のガイドラインを作成するための研究を行い、その成果物を活用し、地方公共

団体と連携を図り、普及啓発を行う。

第9 その他肝炎対策の推進に関する重要事項
(1)肝炎患者等及びその家族等に対する支援の強化及び充実
ア 今後の取組の方針について
月干炎患者等及びその家族等が、肝炎医療を受けながら、生活の質の向上を図る

ことができるよう、相談支援体制の充実を図り、精神面でのサポート体制を強化

する。また、肝炎患者等が不当な差別を受けた場合、月干炎患者等一人一人の人権

を尊重し、不当な差別を解消するため、適切な対応を講じることができる体制づ

くりを進める必要がある。

イ 今後取組が必要な事項について
(ア )国 iま、都道府県と連携して、肝炎患者等及びその家族等め不安を軽減する

ための情報提供を進めるとともに、肝炎患者等及びその家族等と、医師を始

めとした医療従事者とのコミュニケーションの場を提供する。

(イ )国は、肝炎情報センターに対し、拠点病院の相談員が必要とする情報につ

いて整理し、積極的に情報提供が行われるよう要請する。

(ウ )国は、地方公共団体と連携して、法務省の人権擁護機関の人権相談窓国の

周知を図る。

(2)肝硬変及び肝がん患者に対する更なる支援の在り方
肝炎から進行した肝硬変及び肝がんは、根治的な治療法が少なく、また、患者の高

齢化が進んでいる現状がある。このため、肝硬変及び肝がん患者の不安を軽減するた

めに、以下の取組を講じるものとする。

ア 国は、肝硬変及び肝がんを含む肝疾患について、「肝炎研究 7カ年戦略」に基
づく研究を推進する。あわせて、国及び地方公共団体は、肝硬変及び肝がんを含

む肝疾患に係る肝炎医療の水準の向上等を図るため、医療従事者への研修等人材
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育成を推進する。

イ 国は、都道府県と連携して、月干炎から進行した肝硬変及び肝がん患者を含む肝
炎患者等及びその家族等の不安を軽減するための情報提供を進めるとともに、肝
炎患者等及びその家族等と、医師を始めとした医療従事者とのコミュニケーショ
ンの場を提供する。

ウ 平成 22年度から、■定の条件の下、身体障害者福祉法 (昭和 24年法律第 283
号)における身体障害として、新たに肝臓機能障害の一部について、障害認定の
'対 象とされた。その認定を受けた者の肝臓移植、肝臓移植後の抗免疫療法とそれ
らに伴う医療については、自立支援医療 (更生医療)の対象となっており、引き
続き当該措置を継続する。
工 国は、肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に対する更なる支援の在り方
について検討する上での情報を収集するため、肝硬変及び肝がん患者に対する肝

炎医療や生活実態等に関する現状を把握するための調査研究を行う。

(3)地域の実情に応じた肝炎対策の推進
都道府県においては、肝炎対策基本法の趣旨に基づき、都道府県単位での肝炎対策

を推進するための計画を策定する等、地域の実情に応じた肝炎対策を講じるための体

制を構築し、管内市区町村と連携した肝炎対策を推進することが望まれる。

また、地方公共団体は、積極的に、国を始めとする他の行政機関との連携を図りつ

つ肝炎対策を講じることが望まれる。

(4)国民の責務に基づ〈取組

肝炎対策基本法第 6条の規定に鑑み、肝炎対策は、肝炎患者等とその家族等を含
めた国民が主体的かつ積極的に活動する必要があり、以下の取組を進めることが重

要である。

ア 国民下人一人が、肝炎は放置すると肝硬変や肝がんという重篤な病態へと進
展する可能性があり、各人の健康保持に重大な影響をもたらし得る疾病である

ことを理解した上で、少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を受検し、自身の肝

炎ウイルス感染の有無について、早期に認識を持つよう努めること。     .
イ 国民T人一人が、肝炎ウイルスヘの新たな感染の可能性がある行為について
正しい知識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。また、肝炎ウイ

ルスの感染に関する知識が不足していること等により、肝炎患者等に対する不

当な差別や、それに伴う肝炎患者等の精神的な負担が生じることのないよう、 ′
正しい知識に基づく適切な対応に努めること。

(5)肝炎対策基本指針の見直し及び定期報生.Fコ
肝炎対策基本法第9条第5項においては、「厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状

況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも5年ごと
に、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなけ
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ればならない。」とされている。

本指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、肝炎対策を総合的に推進するために基本と

なる事項について定めたものである。今後は、本指針に定める取組を進めていくこと

となるが、国、地方公共団体等における取組について、定期的に調査及び評価を行い、

肝炎をめぐる状況変化を的確に捉えた上で、必要があるときは、策定から5年を経過

する前であつても、本指針について検討を加え、改正するものとする。なお、本指針

に定められた取組の状況は、肝炎対策推進協議会に定期的に報告するものとする。
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参考資料 4

肝炎対策推進協議会運営規程

(平成二十二年六月十七日肝炎対策推進協議会決定)

月干炎対策推進協議会令 (平成二十一年政令三〇カ」号)第六条の規定に基づき、この規程を制定
する。

(会議 )

第一条  肝炎対策推進協議会 (以下「協議会」という。)は、会長が招集する。
2 会長は、協議会を招集しようとするときは、あらかじめ、期日、場所及び議題を委員及び議
事に関係のある専門委員に通知するものとする。

3 会長は、議長 として協議会の議事を整理する。

(会議の公開)

第二条  協議会の会議は、公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な
審議に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、
会議を非公開とすることができる。   '
2 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な措置をとること
ができる。

(議事録)

第二条 協議会における議事は、次の事項を含め、議事録に記載するものとする。
一 会議の日時及び場所
二 出席した委員及び専門委員の氏名
三 議事となった事項
2 議事録は、公開とする。ただし、会長は、公開することにより公平かつ中立な審議に著しい
支障を及ぼすおそれがあると認めるときその他正当な理由があると認めるときは、議事録の全

部又は一部を非公開とすることができる。

3 前項の規定により議事録の全部又は一部を非公開とする場合には、会長は、非公開とした部
分について議事要旨を作成し、これを公開するものとする。

(委員会の設置 )

第四条 会長は、必要があると認めるときは、協議会に諮って委員会を設置することができる。
2 委員会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。
3 委員会に委員長を置き、当該委員会に属する委員のうちから、会長が指名する。
4 委員長は、当該委員会の事務を掌理する。
5 委員長に事故があるときは、当該委員会に属する委員のうちから委員長があらかじめ指名す
る者が、その職務を代理する。

(雑則 )

第五条 この規程に定めるもののほか、協議会又は委員会の運営に関し必要な事項は、それぞれ
会長又は委員長が定める。
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参考資料 5

厚生労働省健康局疾病対策課肝炎対策推進室

1 肝炎対策を総合的IF策定・実施 |
・肝炎対策に関し、基本理念を定め、
。国、地方公共団体、医療保険者、国民及び医師等の資務を明ら力ヽこし、
・lT炎対策の推進に関する指針の策定について定めるとともに、
・肝炎対策の基本となる事項を定めることにより、肝炎対策を総合的に推進 .

実施に当たり
医師その他の医療従事者の育成
医療機関の整備
肝炎患者の療養に係る経済的支援
肝炎医療を受ける機会の確保

肝炎患者の

人権尊重

差別解消
に配慮

膵炎農聾雰書榜昔上 等

研究の推進

.III[1:liす :者巻‐
・肝炎医療に従事する者
・学臓経験のある者   資料提出等、

関係行政機関  勒
!

肝炎医療に関する情報の収集提供体制
の整備 等

:‐
~~~=・ ~~~一

― 一
、

肝炎対策基本指針

●公表

●少なくとも5年

ごとに検討

→必要に応じ変更

厚
生
労
働
大
臣

予防・早期発見の推進

●治療水準の向上
のための環境整備

●患者支援の在り
方について、医療
状況を勘案し、必
要に応じ検討
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瓢 ・ 《璽望暫冒話警tf‰鯛焉盤蘊 、肝炎対策の推自こ関する基本的な指針
(肝炎対策基本指針)を策定しなければならない。 (法 9条 1項 )
・肝炎対策基本指針は、次に掲げる事項について、定めるものとする。 (法 9条 2項 )
① 肝炎の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
② 肝炎の予防のための施策に関する事項
③ 肝炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項
④ 肝炎医療を提供する体制の確保に関する事項
⑤ 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関する事項
⑥ 肝炎に関する中 に関する事項

② 肝炎医療のための医薬品2研究開発2推上に関する事項
肝炎に関する啓発及び知識の普及並びに肝炎患者等の人権の尊重に関する

iF項

その他肝炎対策の推進に関する重要事項

● 肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に対する支援の在り方については、
こイ1.らの患者に対する医療に関する状況をlJj案 し、今後必要に応じ、検討が
カロえらイ■るものと

'~る
`,

(法 ll・l月12条 2項 )

・厚生労働大臣は、肝炎対策基本指釧を策定しようとするときは、あらかじめ、関係行政IAl関の長 ,

に協議するとともに、肝炎対策推進協盤会の意見を腋くものとする。 (法 9条 3項 )

● 厚生労働省に、月l炎文J策基本指針に関し、第9条第 3項に規定する事項を処理するため、
1千炎対策推進協議会 (以 ド「協議会 1という。)を置く。 (法 19条)
● 委員は、肝炎患者等及びその家族又は遺族を代表する者、
肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある者のうちから、厚生州fl大臣が任命する。{法20条2頂 )
●_随菫含昼♪委員2Q人以内で網郷する.(法20条 1項)二 _

【肝炎】
肝臓の糸0胞が破壊されている状態

【原因】
ウイルス性  :A型、B型、C型、D型、E型など =
薬 4121 性  :薬物や毒物、化学物質による
アルコール性 :アルコ‐ルによる
自己免疫性  :免疫系の異常による

【ウイメレス性肝炎】 臨床経過から下記①、②、③に分類
①急性肝炎 :A型、B型、E型肝炎ウイルスによるものが多い

急激に肝細胞が障害される (症状は発熱、全身倦怠感、黄疸など)
自然経過で治癒する例が多い

②劇症肝炎 :急性肝炎のうち8週間以内に高度の肝機能障害により脳症などを来す
集中的な医学管理が必要 (生存率は30%程度)

③慢性肝炎 :B型、C型肝炎ウイルスによるものが多い
長期間にわたり肝障害が持続
徐々に肝臓が線維イヒし肝硬変に至ることもある

③

⑨
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B型 肝 炎 C 型 肝 炎

原因
ウイルス

B型肝炎ウイルス C型肝炎ウイルス

病原体の

発見
1968(S43)年 1988(S63)年

主な
感染経路

血液感染等
(母子感染、家族内感染、医療行為、性感染等)

血液感染等
(B型と比べ、感染力が弱い)

キヤリア数
※1

約110,140万人(推定) 約190～ 230万人(推定)

患者数
※2 約7万人(推定)

(慢性肝炎 約5万人/肝硬変・肝がん 約2万人)
約37万人〈推定)

(慢性肝炎 約28万人/肝硬変・肝がん 約9万人)

治療法

抗ウイルス療法
(インターフェロン、核酸アナログ製剤等)

肝庇護療法(グリテルリチン製剤等)

抗ウイルス療法
(インターフェロン等)

肝庇護療法〈グリテルリチン製剤等)

ワクチン あり なし

１

２

※

※
平成16年度厚生労働科学研究費補助金肝炎等克服緊急対策研究事業報告書(吉澤班)より推計。
患者数は、平成20年患者調査より推計。

H13.3

H14.4

H16.12

H17.8

H19.1

H19.4

H20.1

蝠 ,動漑薇』副i
対策

・肝炎対策に関する有識者会議報告書

・0型肝炎等緊急総合対策の開始
肝炎ウイルス検査の開始
肝費等克服緊急対策研究事業の創設

・C型肝炎ウイルス検査受診め呼びかけ
(フィプリノゲン製剤納入先医療機関名の公表について)

・C型肝炎対策等の一層の推進について
くC型肝炎対策等に関する専門家会議取りまとめ)

・都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に
関するガイドライン
く全国C型肝斐砂療懇議会取りまとめ)

・肝疾患診療体制の整備開始

・C型肝炎救済特別措置法施行
・C型肝炎ウイルス検査受診の呼びかけ
(フィプリノゲン製鋼神入先医療機関名の再公表について)

く緊急肝炎ウイルス検査事業の開始>
・委託医療機関での検査を無料化

社会背景等

・非加熱血液凝固因子製剤による肝炎
ウイルス感染が社会問題化

H18.OB型肝炎訴訟最高裁判決

H19.‖ C型肝炎訴訟大阪高載
(和解勧告)
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一

策
・
対

H20.4

H21.4

H22.1

H22.4

H23.5

H23

<肝炎総合対策の開始>
・」2墾―フエロン治療に対立る医量量助成Ω囲盤

・インターフエロン医療費助成の運用変更
①助成期間の延長(72週投与への対応)
②所得階層区分の認定に係る例外的取扱い

。肝炎対策基本法施行

・肝炎医療費助成の拡充
①自己負担限度額の引下げ
所得に応じ、1、 3、 5万円→原則:万円 (上位所得階層 2万円)

②B型肝炎の核酸アナログ製剤治療への助成開始

③インタニフエロン治療に係る利用回数の制限緩和

・肝炎対策基本指針策定

肝炎医療費助成対象医療の拡大

② C型代償性肝硬変に対するペグインターフエロン及び
リバビリン併用療法
③ C型慢性肝炎に対するテラブレビルを含む3剤併用療法

H20.3以降 B型肝炎訴訟全国10地裁
で700名超が国を提訴

H236B型肝炎訴訟基本合意書締結

パブリックコメント【平成23年 2月 25日～3月 26日実施】

平成23年 5月 16日

:ヽヽ 1オ葺準可頴蚕蘭雇莫酒]
第1回 平成22年 6月 17日 ヒアリング等
第2回 平成22年 8月 2日 ヒアリング等
第3回 平成22年 8月 26日 基本指針案の議論①
第4回 平成22年 10月 25日 基本指針案の議論②
第5回 平成23年 2月 10日 基本指針案の議論③、取りまとめ
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第 1 肝美の予防及び肝炎医療の推進の基本的な方向
OcII鯖 等を含む関係者が連

挙
して対策
1進
めることが重要

%類当ζ
イルス検査の受検体制の整備及び受検勧奨が必要で

R目判路『 塁Iに
応じた肝疾患診療連携体制の整備の促進が必

%歴客各触 P支
援に取り組み、その猥の

8駁蹄盤出1鳥羅脅客愛喜鍵競曇電奮霊
るこ
|。

2ふ婆襲譲蔓真矛
びその家族等|テ対する相談支援や情報提供が

第2肝業の予防のための施策に関する事項
0新たな感染を予防するための正しい知識の普及やB型肝炎ワク
チンの予防機種の在り方に係る検討が必要であること。

第
観 輩長

療のための医薬品の研究開発の推進に関

%麟需麟臭5種:難お騒膳察腱職壁ヽ′
第3肝 炎検査の実施体制及び検査能力の向上に関す

｀

る事項
○ 全ての国民が少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を受けること

、」圭豊証亜塁亀]J裂¬鶴駆臨著菖虚宗蘇婆電府
を受検でき

,

第
観 婦 糧 鍋 謀 Ψ

甑 並び晰 炎患者

%蹴字

`絶

鍵η器躍裁1囁鐵務嘉般 iF
第4肝 炎医療を提供する体制の確保に関する事項
O全 ての肝炎患者等が継続的かつ適切な肝炎医療を受けられる
体制の整備及び受診勧奨が必要であること。

第9その他肝炎対策の推進に関する重要事項

1ょ
炎患者等及びその零族等に対する支援の強化が必要である

O肝硬変及び肝力`ん患者に対する更なる支援を行うこと。

亀 磐君ξttξ
に応した肝炎対策を調

|る
ための体制の構築等が

Ъ晏監健鯰導鋼撃盤邸招離鷺既瞬

健融鼈 鷲鍵論蒲墓轡譜
卸験

′
第

現 蓋寝

予防及び肝炎医療に関する0材の書成に関

0肝 炎の感染予防について知臓を持つ人材や、感染が判明した
後に適切な肝炎医療に結びつけるための人材を育成すること力t

t堂
=110こ

と。

第6肝 炎に関する調査及び研究に関する事項
0研 究実績の評価や検証.肝炎対策を総合的に推進するための
基盤となる研究の実施力

`必
要であること。

(単位 :億円)

300 
「

  ―  ―     ―   ――

|

250 トーーーー  ーーー ーー  ー‐
―
―― ― ― ―一-2"に ―'・°

|

200 トーー ー   ーー   ー ーーーーーーーー
207   205

150

100

50

0

60.5 64.4 51 52.5

H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24
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1.肝炎治療促進のための環境整備 137億円 (152億円)

41億円 ( 55億円)2.肝炎ウイルス検査の促進

3。 肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、10億円 (
IEl談体制整備などの患者支援 等

0地域の相談窓口の利便性の向上 (新規)

7億円)

4.国民に対する正 しい知識の普及啓発 2億円 ( 2億円)

O職場や地域などあらゆる方面への正しい知識の普及 (一部新規)

5。 研究の推進               49億 円 ( 21億 円)
OB型肝炎の創薬実用化等研究事業 (日本再生重点化措置)

実 施 主 体 都道府県

対  象  者 B型・C型ウイルス性肝炎患者

対 象 医 療

・B型・C型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療

く平成23年度内に追加された対象医療>
① B型慢性肝炎に対するペグインターフェロン単独療法

② C型代償性肝硬変に対するペグインターフェロン及びリバビリン

併用療法

③ C型慢性肝炎に対するテラブレビルを含む3剤併用療法
・B型肝炎の核酸アナログ製剤治療

担

額

負

月

己

度

自

限

原則 1万円

(ただし、上位所得階層については2万円)

財 源 負 担 国 :地方=1:1

平成24年度予算案 136億円

総 事 業 費 272億円
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:助成期間は、原則 1年間。

《F冨 ペグインタ‐ンニロン及び:訳
錆多「離甚ぁ
認|める患者について、: 属讚滸詈活

.こ農I塾暑認≧‐F切
羹婁と

H20:自 己負担限度額決定のための所得階層区分認定は、申請者の
住民票上の「世帯」全員の市町本」民税課税額の合計による。

H21:所 得に応じ、 1、 3、 5万円の自己負担限度月額

H21:イ ンターフェロン治療のみ助成対象

H21:イ ンターフェロン治療に係る制度利用は、1人につき1回のみ
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C型代償性肝硬変に対するペガシス・コペガス併用療法

・フ月1日に薬事承認(効能追加)・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。

日型慢性活動性肝炎に対するペガシス単剤療法

・9月 26日 に薬事承認(効能追加)・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。

C型代償性肝硬変に対するペグイントロン・レベトール併用療法

・12月 22日に薬事承認(効能追加)・ 保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。

C型慢性肝炎に対するテラプレビルを含む3剤併用療法

。9月 26日 に薬事承認。
。¬¬月25日 に薬価収載・保険適用となり、同日付けで助成対象に追加。

(単位 :件 )

年度 20年度 21年度 22年度

インターフエロン治療 44,731 26,594 28,797

核酸アナログ製剤治療 38,038

計 44,731 26,594 66,835
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(単位 :億円)

100

50

0 4

22年度

0.5億円



・検査未1受診者の解消を図るため、医療機関委託など利便性に配慮し
た検査体制を整備.
|※ 平成24年度もヨ:き続き緊急肝炎:ウイルス検査事業を実施

・特定感染症検査等事業における出張型検診の実施

都道府県等が、保健所や委託医療機関で実施している肝炎ウイルス:検査につ

tヽて、出張型の検査も実施することで、検査のより‐層の促進を図る。

・肝炎ウイルス検診への個別勧奨の実施

40歳以上5歳刻みの者を対象とし|て、無料で検査を:受けることが可‐能な個別'V凛 ― ― ― 凛 利
‐′ ‐′ 日 喘

“

― L▼ ｀ ヽ 下 ・ II｀ ■
^‐

喘 ´ヽ :′ υ
~L● ・ 7_‐ 口●「 (

勧奨メニュ‐を追力|し、検奪未受検者ヽ の受検促進め―層|の強化を図る。

事業名
施
体
実
主 補助率

施

所

実
場 対象者

用
担
費
負

特定感染症

検査等事業

(予算事業)

都道府県

政令市

特別区

1/2
(国・実施主体)

①保健所 希望者
①原則
無料

関
託
機
委
療

②

医
希望者

②無料

健康増進事業
(健康増進法に
基づく市町村の
努力義務)

市町村
1/3
(国・都道府県・
市町村)

保健セン

ター、
委託医療
機関

希望者

040歳 となる者
040歳以上の者であつて、
過去に受検歴のない希望者

実施主体が
個別に設定

-32-



0特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査
(実施主体 :都道府県、保健所設置市、特別区)

・平成14年度～   保健所でQ検査を開始 ■
・平成 19年度～   委託医療機関での検査を開始
・平成 20年 1月 ～  委託医療機関での検査について、無料化が可能

となるように措置

・平成 23年度～   出張型検診を開始

0老人保健事業・健康増進事業による肝炎ウイルス検診等
(実施主体 :市町村)

口平成 14年度～
・平成 20年度～
・平成23年度～

老人保健法に基づく保健事業

健康増進法に基づく健康増進事業

個別勧奨メニューの追加

実施年度 特定感染掟検査等事業
※ 1

B型 C型

受診者数

(人 )

感染者数
(人 )

率

＞

染

％

感

＜
受惨者数
(人 )

感染者数

(人 )

感染率
(%)

14 1,805 2,322

15 1,942 2.998

16 4,855 6,918

17 3.405 3.546

18 21,331 15.149

19 179,445 181,697

20 450,727 456,926

21 355,725 359,100

″ 4″ 7 ′a″ lθ ′
`4′
ノ7 ′器5 a′

※1 平成14～ 18年度 縮機感染症課調べ 平成19～22年度 肝豊対策推進室関べ (22年度より感摯者数を計上)



実施年度 老人保健法・健康増進事業
※2

B型 C型

受診者数
(人 )

感業者数

(人 )

感染率

(96)

受診者数
(人 )

感染者数

(人 )

感染率

(%)

14 1,923,113 24,430 1.3 1,923,480 31,393 16

15 1,849,125 22,520 1.2 1,830.270 23,491 1.3

16 1,635,934 18,754 1,618,751 16.331 10

17 1.546.323 17,130 1.527.813 13,976 0.9

18 1,749,592 10,149 1.0 1,734,195 14.259 0.8

ｎ
υ 1.028,639 10,388 10 1,024.371 8,412 08

20 693,710 6.992 1.0 692,433 6,998 10

21 643,658 7.582 1.2 640,248 5,703 09

″ 545,767 5,238 1.0 542,478 4,517 08

※2 平成14～ 19年度 老人保健事業の実績 (老人保健課調べ)
平成20～ 22年度 健康増進事業の実績 (地域保健・健康増進事業報告)

■都道府県
整備し、
を整備。

においては、1中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院
患者、キャリア等からの相談等に対応する体制 (相談セ|ンタ
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【都道府県に原則 1カ所】

① 肝疾患に係る一般的な医療情報の提供
② 都道府県内の医療機関等に関する情報の収集や提供
③ 医療従事者や地域住民を対象とした研修会や講演会の開催や肝疾患
に関する情報支援

0 肝疾患に関する専門医療機関と協議の場の設定
※ 都道府県における肝炎検査後肝疾患診療体制に関するガイドうインより

80

60

40

20

0

指定済み
部道府県数

19年度
(11)

20年度
(35)

21年度
(44)

-35-
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(46)

:23年
度
(47)



l①インターネット等による最新情報提供

1 肝疾患医療に関する診療ガイドライン、肝

L好

軍 ζ

『

叫

『

・
―
―
…

＼

…

医療機関
二般住民

医療機関 一般住民

◎ 教育、職場、地域あらゆる方面への正しい知識の普及啓発
肝炎に関する正しい知識を国民各層に知っていただき、肝炎ウイルスの感染
予防に資するとともに、患者・感染者の方々がいわれのない差別を受けること
のないよう、普及啓発に努めている。

肝炎患者等支援対策事業(普及啓発部分)o.9億円(0,

○自治体の普及啓発活動に対する補助事業
・シンポジウム開催、ポスター作成、新聞・中吊り広告 等

1億円

平成24年7月 28日の第1回日本肝炎デーイベントを始めとして、通年において、
肝炎に関する正しい知識の普及や差別・偏見の解消などを図る。

二.fテ〒ぉ..鱚.F」
10駆蔦篇面蘭倍覇真若妻覆

…………
1

1 肝疾患診療連携拠点病院で構成す |

|る協議会組織の事務局機能を担うな |

|_量製

"壼

貯瀑9,■き有_¨_…………1
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肝炎対策|こ聞する普及物 取組

◇肝炎対策基本指針(抜粋)

(1)今後の取組の方針 ‐
① 肝炎ウイルスの新たな感染の予防
② 月干炎ウイルス検査の受検の勧奨
③ 早期に適切な治療の促進
④ 肝炎患者等が不当な差別を受けることのない環境づくり 等
(2)今後取組が必要な事項
① WHO総会において世界肝炎デーの実施が決議されたことを踏まえ、
日本肝炎デーを設定する。
② 公益財団法人ウイルス肝炎研究財団が従来から実施してきた肝臓週間
と連携する。

轟繁魏響囀を踏まえ
,、 肝疾患の新たな治療法等の
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: 1  11  ■     | |       |:  | .    111‐

◎ 国民生活の安定・安全の推進など、元気な日本を復活させるための施策に予算
の重点配分を行う仕組みとして「元気な日本復活特別枠」を設定

■_彙腱炎澄歴皿進ΩL盗の量豊整備
○肝炎患者支援手帳事業    '      0.
0地域肝炎治療コーディネーター養成事業    0.

2.肝炎ウイルス検査の促進
○特定感染症検査等事業における出張型検診の実施
O肝炎ウイルス検診への個別勧奨メニューの追加

0肝炎検査受検状況実態把握事業 (23年度限り)

螂 曇
O難病 。がん等の疾患分野の医療の
実用化研究事業 (肝炎関係研究分野)

3.肝疾患診療体制の整備、医師等に対立五亜屁駐」聾幽歴皿
整備などの患者支援 等
4.国民に対する正しい知識の普及啓発

24年度  23年 度
5億円 ( 0.5億 円 )
6億円 ( 0.5億 円 )

(   1億 円 )
(32. 3億 R)

0(   1億 円)

4 5億 円 (   5億 円)

○医療イノベーシ∃ン 5カ年戦略における肝炎研究の推進
平成24年 6月 6日、政府の医療イノベーション会議において、革新的な医薬品や医療
機器の倉J出を推進するための「医療イノベーション5カ年戦略」がとりまとめられた。

この戦略の中で、革新的な実用化研究を推進する領1或として、肝炎が位置づけられてお

り、具体的な取り組みとして「B型肝炎の画期的な新規治療薬の開発等を目指し、基盤技
術の開発を含む創薬研究や治療薬としての実用化に向けた臨床研究」が明記されている。

O肝炎を含む疾病の治療と職業生活の両立の支援、就労支援
・ 平成24年 2月より、労働基準局が開催する「治療と職業生活の両立等の支援に関する
検討会」で、労働者の円滑な職場復帰や治療と就労との両立を図るため、

① 医療機関、事業主、労l■l者等の関係者がどのように対応し、連携を図るべきか、
② ①を促進するための支援策の在り方
について検言」を行っており、今後の支援の在り方について報告書をまとめる予定。

・ 厚生労働省版の「提言型政策仕分け」において、「長期にわたる治療等が必要な疾病を

抱えた患者に対する保健医療分野の支援と就労支援の連携」について議論を行い、今後の

取り組みについて提言が行われた。
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各自治体における肝炎対策の現状につぃて 参考資料 6
(肝炎ウイル について
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東 京 都 1 1 ○

呆呆郡ll■狭思診
療連携拠点病院
事業実績につい
て IIムヽ

○

委員委嘱時に承
諾を得ていない
ため

〇 都内290箇所

奈 ll: 0

新 潟 県 ①H23 9
②H243

①
② ○

①く1)肝炎対策
にかかる協議会
の再編について
肝炎対策基本指
針と今後の対応
①L(2)B型肝炎
訴訟基本合意書
について ②く1)
新潟県肝疾患診
療連携拠点病院
等連絡協議会会
則について
② (2)肝疾患診
療連携拠点病院
の活動報告
②く3)平成23年
度肝炎患者調査
の結果について
平成24年度新潟
県ll■恭針箸菫輩

○

本県では、委員と
して個人を指定し
ておらず、病院を
指定しているため

○

富 山 県

富山県立
中央病
院:1回

市立砺波
総合病
院:1回

富山県立
中央病院
2月
市立砺波
総合病院
3月

富山県立
中央病院
15人
市立砺波
総合病院
24人

0

・肝風病教
=に
つ

いて
・肝炎診療医療
従事者研修会に
■)い¬[
・肝炎助成の申
請状況について
・新たな3剤併用
療法の申請方法
について

○ ○

17 石 川 県 1

23(19専門
医療機関
中18専門
医療機関
が参カロ)

○

・石川県肝炎診
療連携について、
同意書の集計状
況等を報告
・医療従事者向け
院内研修会の開
催について、専門
医療機関へ協力
を依頼
・新栗「テラプレビ
ル lについて

O

委員就任依頼の
際に承諾を得て
いないため、積極
的には公表して
いない。

○ 1

福 井 県 1 ○

汁かん連携バス

匡用、B型肝炎訴
訟について

○
積極的に公表し
ていない

O 1

山 梨 県 2 9月 、3月
9月 7人、3

月8人
O

B型肝炎訴訟、肝
疾患診療連携拠
点病院事業、肝
炎治療助成事業
のな百占ただ

○

委員全員の了解
が取れていない
ため

○
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長 野 県 1 9月 10日 1 〇

・相談センターの

活動状況 (専 Fl

医療機関・かかり
つけ医の登録、
相談状況、年度
行事 )、 来年度の
活動予定
・高度先進医療に
よるIL-28Bの
SNP検査につい
て
・C型肝炎治療に
おける新規の抗
ウイルス薬につ
いて
・B型肝炎治療に

おけるペグイン

ターフェロン治療
について
Bヽ型肝炎訴訟に
ついて
・県からの事業説
明

○ ○

岐 阜 県 1

平成24年 3

月
○

肝疾患診療体制
の強化について
岐阜県における
肝疾患に係る現
況及び対策につ

いて

○

委員委嘱時に承
諾を得ていない
ため

○

静 岡 県
月

月 延 99 ○

地取医環運携ハ

スについて、拠点
病院における診

療実績について、

拠点病院事業に
ついて、肝疾患治
応のトピッヽクス筆

○

医療機関としての
出席であり、医師
個人が委員として

出席しているもの
ではないため。

○

愛 知 県 l ○

・3剤併用療法に
ついて、肝炎検診
陽性者のフォロー
アップについて

○

医療機関としての
参加であり、医師
個人が委員として
出席しているもの
で1士ない■め

○

二 重 県 1 ○

・認定要件現況

報告と診療実績
報告について
・B型肝炎訴訟に
●い¬〔
・C型肝炎に関す
る新薬などにつ
いて
・情報提供(C型
肝炎に対する新

薬の状況)

○
拠点病院開催の
ため

○ 1

滋 賀 県 8月 ,3月 各20名 ○
病診連携、医療
善 晰 喘

○
同意を得ていな
しヽ

○ 1
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京 都 府 1 2月

拠点病院のみで
実施
・相談体制、専門
医療機関との役
割分担、専門医
療機関に対する
研修、府民への
普及啓発につい
てなど

○

大 阪 府
月

月

人

人

拠点病院におけ
る情報交換及び
懸案事項の協議

○

合拠点病院のTH
当者が出席のた
め、委嘱手続きは
イ手って:、かI、

○

兵 庫 県
月

月 各回41人 O

肝疾患相談セン
ター活動報告、研
修会 議演会の開
催について等

O

会興lを公表して
おり、委員を推薦
する機関 (医療機
関・団体)を明ら
かにしているた
め

○

華  認 0

和歌山県 1 1 ○

↑口訳Lu県肝扶思
診療連携拠点病
院等連絡協議会
う譜署frぅ 1、7

O
委員委嘱時に承
諾を得ていない
ため

○

鳥 取 県
月

月

35(3月

27(3月
0

・B型肝炎訴訟の
現況、対応につ
いて
・肝炎パスポート
に関する問題点
等について
・専門医療機関
紹介の冊子作成
について
・肝疾患支援セン
ターの利用率向
上の対策につい

委員としての委嘱
はしておらず、開
催ごとに専門医
療機関等関係機
関に開催案内を
している。

○ 1

島 根 県
H230〔

H240,
17人
14人 0

本院の活動報
告、、公責助成及
びガイドラインの
F状ル問題童

O 委員の了承を得
ていないため

O

司 山 県 3回

月

月

月

29人 ○

Jf狭思形環運煽
拠点病院事業、
肝炎医療従事者
秤篠全生

○

このことについ
て、協議を行つて
いないため

○
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広 島 県
5月 ,1月 ,2

月
延べ約40

人
○

①拠点病院事業
実施状況及び実
施計画②肝炎治
療特別促進事業
の実施状況③第
2次広島県肝炎
対策計画(案 )の
概要④広島県肝
炎治療特別促進
事業取扱要領の
一部改正につい
て⑤肝炎治療受
給者証更新申請
について⑥「十分
量の3剤併用療
法による24週投
与の判断」につい
て 等

○ ○

山 口 県 1 ○
相談支援室の活
動

○ O

徳 島 県 l ○
汗炎対策事業の

実結竿について
○ ○

香 川 県 2
11月

2月
O

診療協議会報告
肝炎専門医療従
事者研修会・市
民議摩について

○ ○

婿 0 1

高 知 県 1 O

・最近の肝疾患

治療の流れにつ

いて
・3剤併用療法に
■)い¬〔
・B型肝炎訴訟に
ついて

O
委員に承諾を得
ていないため

○

福 岡 県 ○
拠点病院連絡協
讐 令 が 夫 譜 申 _

○

陸 賀 県 9月 、3月 ○

佐賀県肝炎検査
集計結果、肝炎
コーディネーター

養成事業、診療

情報提供書、肝
炎手帳活用、肝
疾患診療ネット
ワーク構築、肝疾
患センター及び肝
炎連携事業

○ ○ 7

長 崎 県 9月 、1月 ○

・助威甲請及び議

定状況について
・肝炎治療効果

判定結果報告に

ついて
・B型肝炎訴訟に
係る診断書作成

について
・3剤併用療法に
かかる助成制度
について

○

委員(個人)として
ではなく、すべて
の専門医療機関
をもつて構成する
協議会と位置づ

けており、医療機
関名を公表して
いるため。

○ 4
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熊 本 県 2巨 9月 、2月
月

月

９

２

16人
17人 O

・各 種 講 圧 開 催

報告
・拠点病院間違
絡協議会の報告
・肝疾患相談室
め室結錦喜

○ ○

大 分 県 8・ 12月 3 O

・肝炎治療コー

カ ネーターの養
成
・肝炎治療特別
促進事業の運用
変更

O ○ 1

宮 崎 県 1 1 ○

・肝炎医療従事
者研修会につい
て
・小冊子の作成に
ついて等

O O

菫児島県
月

月

人

人 ○

・講演会,研修会
について
・肝炎治療費助
成認定状況につ
いて
・C型肝炎治療に
おける3剤併用療
法 (テラプレビル)
に関する連携シ
ステムについて

○

公表の承諾は得
たが、当協議会
に関するホーム
ページの項目が
ない。

○ 1

沖 縄 県 2
月

月 ○

拠点病院事業に
関する諸課題、B
型肝炎訴訟等に
ついて協議、情報
交換が行われ
ナ
=。

○ O 1



‐
い
ヽ
‐

Ⅲ 肝炎対策協議会の設置状況について

邑し番号 自治体

CI肝炎対策協議会に患者・家族・遺族を含む ②23年度の開催実績
324年度の開催予

a含む

b委嘱予定 c a、 bに該当しない d氏 名公表の有無

開催回数 (回 ) 実施内容 開催しなかつた理由 開催予定回数(回 )

委嘱予定年月 理 由 公表
非公表

理 由

1 北 海 道 O ○

23年 度の肝炎対

策実施状況、24
年度の実施予定

青 森 県 ○ ○

患者である委員
から承諾を得て
いないため。

拠点病院等連絡
協議会での協議
結果を踏まえ、2
4生亡田催弓中

1

岩 手 県 ○ 0
公貼

る
。

委
あ
の

で

他
表

1

県笑池晏稿の収
正、地域肝疾患ア
ドハ
・
イサ
・―養成研

修事菫企画埠室

2

菖 城 県 ○ ○ 0
震災があり,開催
が困難だつたた
め

1～ 2

秋 田 県 ○ O 1

肝 捩 思 診 嘱証ネ ット

ワークの見直しに
つ Iヽイ 帖

1

山 形 県 O 0 1回

・新桑追力[等の
助成制度改正に
伴う概要説明、本
県の対応につい
て協議
・H23に おける本
県の肝炎対策の
状況説明

2回

7 幅 島 県 ○
甍災 に よ り開 催
目議 し,

1

爽 城 県 ○ ○ 2

①ウイルス検査

実施状況

②治療費助成事
豊 空 桁 絆 押

2

栃 木 県 ○ O 2

肝炎患者支援手
帳及び診療連携
クリティカルバス
の作成について

2

畔 馬 県 O 2

県の肝炎対策事
業(肝炎患者支
援手帳、地域肝
炎治療コーディ
ネーター養成事
業等 )

2

11 崎 玉 県 ○ O 1

地区拠点偏院の
追加指定、肝炎
対策推進指針の
告宇≡につしヽ7

2回
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千 葉 県 O O 1回

・肝炎対策の推
進に関する基本
的な指針につい
て・肝炎対策計画
の作成につしヽイ

2回

東 京 着 ○ O 1
東京都の肝炎対
喜 め 堂 結 lJ力、 1

神奈川県 O ○ 1

①肝臓疾患対策
事業の実施状況
について
②平成24年度肝
臓疾患対策事業
について
③肝炎対策推進
計画の策定につ
いて

2

新 潟 県 O O

薇食・相訟体制、
医療体制、治療
費等の助成、平
成24年度予算、
串者調杏結里箋

2

富 山 県 ○

県内に肝炎患者
を代表する団体
がないため。ただ
し今年度検討予
定。

1

・肝炎ウイルス検
査実施状況
・肝炎医療費助
成等の状況・肝

疾患診療連携拠
点病院の活動状
況
・肝炎専門病院に
ついて

1

17 石 り||‐ 県 O

肝炎患者を代表
する患者団体等
の組織が県内に
存在しないため。

○

委員就任依頼の
際に承諸を得て
いないため、積極
的には公表して
いない。

1

・緊急肝炎ウイル
ス検査事業、肝
炎医療費助成の

実施状況につい

て
・医療従事者研
修会、肝炎患者
等を対象とした講
演会及び相談会
の実施状況につ
い¬〔
・石川県肝炎診

療連携の実施状
況について

1

福 井 県 O H24g
1
f昌 弄 県 の ll■食 河

告 事 業 に つ いて
1

山 梨 県 0 ○

山梨県肝炎対策
推進計画の策定
について
県の肝炎対策事
業について
lT炎治療費助成
事業の変更点に
■)い7
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長 野 県 ○ ○

委員本人から氏
名公表の了解を
得ていないため

0

特に協議が必要
な案件がなかつ
た。、拠点病院等
連絡協議会にて
説明している(両
協議会の委員は
重複している).

1

岐 阜 県 O ○

委員委嘱時に承
諾を得ていないた
め

1

医療責助成制度
の実績報告と一

部改正について
24年度事業につ

1

静 岡 県 O ○

静岡県肝炎対天
推進計画策定に 1

愛 知 県 ○ 0 1

υH23年度の肝
炎対策実施状況
②インターフェロ
ン治療効果判定
報告調査につい
て③肝炎計画骨
子(案 )について

1

二 重 県 ○

委員として特定の

方の選定ができ
たミい

○
協議できる案件
カミなかつたため

1

滋 賀 県 O ○ 2
早肝炎対策施策
力 大 め 塞 霊

京 都 府 ○

肝疾患診療に関
する専門的な議
論が中心である
ため

○ 1

・ll■☆河東墨不
法及び基本指針
の概要及び府の
取組等の報告
・テラプレビルを
含む3剤併用療
法に関する審査
についての1需講

1

大 阪 府 0 ○
肝炎患者手帳に
■)い¬[

1～

兵 庫 県 ○ ○ 1

専門医療機関の

更新、県の肝炎
対策について等

1

奈 良 県 ○

県内の患者会・

家族会等を全て
把握できていない

O 協議会委員にい
ないため

肝炎治療費助成

制度や健康増進

法に基づく肝炎ウ

イルス検診の実
績、専門医療機

関の選定等につ
い1[

和歌山県 O

県の協議会は診
療体制の構築等
を目的として医療
機関の専門家等
で構成している。
なお、必要である
と認めるときは、
委員以外の者に

会議への出席を
■ハ 音目募臓(

○

委員委嘱時に承
諾を得ていないた
め

:

①肝疾患に関す
る専門医療機関
の選定について
②和歌山県肝疾
患診療連携拠点
病院等連絡協議
会の設置につい
て

1
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鳥 取 県 ○ O 2

・肝炎対策推進
基本計画につい
て
・拠点病院の選
定 (更新)につい
て
・肝炎ハンドブッ
クの作成につい
て 等

島 根 県 O ○

島根県肝炎対策
推進推進基本指
針の策定につい
て

3

岡 山 塀 ○
協議会にて審議
中

○
肝炎医療従事者
研修会、かかりつ
|十医研修全笙

広 島 県 O ○ 3

①肝炎対策に係
る各種施策につ
いて②第2次広島
県肝炎対策計画
の策定について

Э広島県肝炎治
療特別促進事業

「
1昴軍輌め―駅

2

山 口 県 O ○
専門医療機関指
P 2

徳 島 県 O ○ 1

什炎対策争栗の

実結竿について

香 川 県 O ○ l

専門医療機関の
選 中 断 峙 当 I虐

愛 媛 県 ○
耽仔の協議資を
代用しているため

O 既存の協議会を
代用してし`るため

2

高 知 県 ○

既存の会を活用
しており、会のあ
り方について課題
整理中

○ 1

・肝炎治療特別
促進事業につい
て
・今年度の肝炎
対策について

2

福 岡 県 O O 委 員 委 嘱 時 、氏
彙 るヽ 実 ハ 厠 音 な

1

3剤の認定につい
て

0 0 1～ 2

長 崎 県

・
　

　

Ｏ ○
公表は前提として
いないため

・専門医療機関
の確保について
・肝炎ウイルス検
査実施状況につ
いて
・医療費助成制

度認定状況につ
いて
・地域における肝
炎対策の取り組
メ■fr´、:、ィ

2



熊 本 県 ○ 1

・医療費助成制
度の改正点、実

績報告
・ウイルス検査事
業実績報告
・肝炎患者等支
援対策事業の実
怖卸告

1

大 分 県 O ○
時に公表する必
吾性がないため

1

FF炎 対策の実施
状況等について

1

宮 崎 県 ○ ○ :

・専門医療機関
の指定 ・肝炎治
療コーディネー
ター養成事業に
ついて・肝炎イ
ンターフェロン治
療効果判定報告
について・肝疾患
に関する研修会

1

鹿児島県 O H24年 5月 ○

公表の承諾は得
たが、特段、ホー
ムページなどに
掲載していない。

1

・緊急肝炎対策
事業について
・協議会への患
者団体の加入に
■)い 1〔
・専門医療機関

^目
確H

1

沖 縄 県 ○ ○ 1

専門医療機関の

選定、今後の肝
本樹害I「つ1、ア

1
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V肝 炎対策の普及啓発状況について
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Ⅵ その他肝炎対策に係る取組にういて

ILし番f 自治体

111 112

①‖手炎対策lll進に係るRI画 ,H針等策定状況

a策定済

も医ill計 画 がん対

'QILttll回年.その1■ ll回りにおいて
位:Hづ
"

c公表の有無 d策定予定 o米無定

名柿 公表 非公表 策定予定年月 理由

北  海  道 ○
1じ海道医

藤質+面 ○

2 青  森  県 ○ ○
障森県保

岩  手 O O

宮  城  県 ○

本年度.協議会
に諮り,計画の1立

置づけを決定し

策定予定のた

め,完成年月は
未定。

5 秋  田  県 ○ 平成25年 4月

山  形  県 ○
ll医療 El画」の

孜訂の中で検討
午子常

7 目 島  県 〇 ○ 姉軸
第

県

回
○

8 茨 城  県 ○ →24 12

9 栃  木  県 ○ 3月

群  馬  県 ○ 検討中

埼  玉  県 ○ H24年 10月

千  葉  県 〇 O

13 東  京  者| ○ 平成24年秋頃

神 奈 川 県 ○ 平成25年 3月

15 新  潟  県 ○

・和あ県地

域保性医

療 El画
・新潟県が

ん対策推
:雀置+而

○ ○

医療 11四・乃`/V

対策推進計画の

中に位置づけて
いるが、今後策

定するかは検討

富  山  県 ○

直山県が

ん対策推

ltt計画

-62-



17 石  川  県 ○

.石川県医

療計画
・石川県が

ん対策推

進計画

○

福  井  県 〇 ○

山  梨  県 ○

山梨県が

ん対策推

進条例

山梨県が

ん対策推

進計画

○ 平成24年 7月

長  野  県 ○

長野県が

ん対策推

進計画

○

21 岐 阜  県 ○ ○

岐阜県が

ん対策推

進計画

○

静  岡  県 ○ ○

覧 県 ○ ○

愛知県地

域保健医

療計画

○ 〇

二  重  県 ○

二重県保

健医療計

画及び三

重県がん

対策戦略プ

ラン

○

蔵 賀  県 ○

滋賀県保

健医療計

画、滋賀県
がん対策

〇

京  者「  府 ○

京都府保

建医療計

画

○
24年度内を目途
に改定作業中

た 阪  府 ○

大阪府か

ん対策推

“

|■+7
○

民 庫  県 ○

兵庫県保

健医療計

画、兵庫県
がん対策
堆推重+面

○

-63-



奈  良  県 ○

奈良県保

健医療計

画

○

和 歌 山 県 ○

不口訳 田 県

がん対策
堆 半 J面

○

鳥  取  県 ○ H24年 度中

島  根  県 ○

田  山  暉 ○ 0

広  島  県 ○ 〇

山  口  県 〇

コロ示
'｀も対策推 ○

徳  島  県 ○ 平成 25年 3月

香  川  県 ○

第5次杏川

県保lll医 ○ ○
24年 度中に

「肝炎対策II画」

鯛 0

葛  知  県 ○

・日本一の

健康長寿

県構想

高知県が

ん対策推

○

嘔 岡  県 ○ ○

福岡県が

ん対策推

進計画

○

41 佐  賀  県 ○

佐賀県が

ん対策推

進計画

○ ○
平成24年度中予
定

長  崎  県 ○ ○

。長崎県医

療計画
・長崎県が

ん対策推

進計画

○

熊  本  県 ○

第5次熊本
県保健医

"事

菫+載贖
○

大  分  県 ○

人分県が

ん対策推

進アクショ
フヽプぅ ′ヽ

○

崎  県 0 来 申

-64-



鹿 児 島 県 ○

鹿児島県

保ll医療

計画

鹿児島県
がん対策

性進計画

○

0

-65-
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肝疾患診療体制等について

通し番号 自治体

Э肝疾患に関
する専門医療
霞間の指定に

あたつて、ガイ
ドラインを考慮
しているか。

30で考慮し
ている場合 .専

門晦 間を2
次医療圏に 1カ

所以上指定し

ているか。

00で考重している場合、専門医療程関は以下の要件を洒たしているか。
※0でガイドラインを考慮していないl13合でも、以下の要件を満たしている(一部洒たしている)場合には、その旨ご回答ください

Э就業地など際接都道府県での医
原桂聞受診となることを考慮した診
寮ネットワークを構築しているか。

3肝炎の要診療者の追跡調査を
行つているか。

D肝炎対策に関する目標等の設定
を行つているか。

6)専門的な知真を
持つ医師による診断
(活動度及び病期を
含む)と治療方針の

決定が可能

(2)インターフニロン

などの抗ウイルス療
法が可能

(3)肝がんの高危険

群の同定と早期診

断が可能

(4)学会等の診療ガ

イドラインに準ずる
標=的
治療を行つて
いること

(5)肝疾患について

セカンドオビニオン邁
提示する担能を持■

か施設間連携によ
=

て対応できる体制を
有すること

(6)かかりつけ医等
地域の医療機関ヘ

の診療支援等の体

留に有すること

7)可能な限り要診
原者の追跡証萱に

協力すること

計
ぃ
一〇

軍円E
療機贋
で満た
してい

る

洒たし

てい

ない .

離
ぃ
る
嚇̈制載ぃる

た

い

い

満たし

てい

る

嚇̈祀囃ぃる

潤たし
てい

ない .

〔
て

る
て言た
してい

てし て

る

難脚韓紳る

満たし
てい

る
てい
ない。

た

、

専門E
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診長ネットワークの場要

※具体的に記載

追跡望査の豪要

※具体的に記載

目標等の概要

※具体的l_記ユ

宮 城 県 0 O 〇 0 ○

肝炎ウイルス検査陽性者の

うち,医療機関の受診につ
ながった者の割合を,平成
25年度までに90%を 目指

9 栃 木 県 O ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇
インターフェロン療法の治療

群 馬 県 O ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ ○
インタ=フェロン系法の治療

12 千 葉 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
平灰 28年度までに様 食叡

新 潟 県 〇 ○ 0 ○ 〇 O 〇 ○ ○ 〇

40歳以上の者すべてが、
一度は肝炎ウイルス検診等

を受診すること。
・すべての市町村が肝炎ウ

イルス検診陽性者の医療機

関受診状況を把握するこ

と。
・肝炎ウイルス検診等の陽

性者に対する長期的フオ
ローアップのための肝炎診

療体制 (ネットワーク)を構
築すること。

富 山 県 〇 O 〇 〇 O ○ ○ 〇 ○ ○ 診するまで追跡調査を行つ
ている

1, 石 川 県 0 ○ 〇 ○ ○ 〇 〇 ○ 0 〇

市町において、平成 14年

度から肝炎ウイルス要精検

者を対象にフォローアップ

(電話や訪間による受診状
況の確認等 )を実施。また、
平成22年度からは、「肝炎
診療連携」の参加に同意し
た肝炎患者に対して、肝疾
患連携拠点病院 (金沢大学
附属病院)が主体となって
フォローアップを実施。具体
的には、年一回の専門医ヘ

の受診動奨、病状や治療方
針の確認、講演会の開催案
内の撲付等を行っている_

平成 24年 度中に「肝炎対
策の推進に関する基本的な

指針 (平成 23年 5月 16
日)」 に基づき、肝炎対策を

推進するための計画を策定

予定。
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福 井 県 〇 ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ 〇 〇

実および検査の促進、肝炎

医療を提供する体制の確

保、肝炎治療促進のための
溜倍蓼倍

山 梨 県 〇 ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○

処点病院が中心となり、専

場医とかかりつけ医との診

東ネットワーク
○ 「
成24年度は広島大学が
是施する調査に協力予定

○

今年度7月 に策定予定の計

画に設定予定 (75歳未満の
肝がん年齢調整死亡率を全

静 岡 県 〇 〇 ○ 〇 ○ 〇 〇 O ○
FF疾患死 亡率 の 低減 等 (月1

二 重 婦 ○ ○ ○ 〇 〇 ○ ○ ○ ○ ○
インターフェロン沿療費助阪
害給者の累猪粒 3500人

京 都 府 〇 〇 〇 ○ 〇 ○ ○ ○ 〇 ○

検査から医療費助成まで総
合的な対策を推進
・肝炎に係る正しい知識の

普及を進めるため、肝炎に
関する講演会を開催し、肝
炎検査を受けるよう啓発
・肝疾患専門医療機関を拡

充

大 阪 府 ○ ○ 〇 〇 〇 ○ O ○ ○
陽性者に対するフォローア
プのみ

○

数値 日標はないが、肝炎ウ

イルス検診累積受診者数等
の把握に努め、受診者数の

増加を図ることと、肝疾患診

療体制の構築を個別目標と

口歌 山県 ○ ○ 〇 〇 ○ ○ ○ ○ 〇 ○

感業者を早期に発見し、地
域において適切な治療を受

尋 取 県 ○ ○ 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇

追所調査は実池していない

が、専門医療機関から治療
を開始した者に対して、治療
歴等を記載した肝炎パス

ポートを発行し、切れ目のな
い治療が提供できるよう取り

岡 山 虜 O ○ ○ ○ ○ O 〇 ○ ○ ○
肝疾患インターフェロン治療
氏況効果判定報告書

○

肝炎ウイルス検査の更なる

足進

広 島 県 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○

暉留輩離l矢騒鵞置
肝炎対策計画における目
標 )
・県民が肝炎及び感染予防
に関する正しい知識を持

・肝炎患者年が社会におい

て安心して暮らせる環境を
つくる。
・肝炎等についていつでも相
談できる窓口を整備する。
・全ての県民力ヽ 回は肝炎ウ
イルス検査を受検できる体
制を整備する。
1肝炎ウイルス検査実施済
みの職域を50%以上とする。
・肝炎ウイルス検査後の受
診勧奨 受診確認等のフォ
ローアップ体制を整備する。
・肝炎ウイルス検査で発見さ
れたHBVキャリアの受診率
を60%以上とする。
・肝炎ウイルス検査で発見さ
れたHCVキ ャリアの受診率
を75%以上とする。



〇

香 川 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

保健所及び一部市町におい

て、陽性者に対して、後 日受

愛 媛 県 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 〇 〇

・肝炎の予防と早期発見

安心して治療が受けられる

事 知 県 ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○
日本一の健嗜長寿県構髄
寿宇 (資料有 )

岡 0 0

佐 賀 県 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 ○ ○ ○ 〇
～H26までにIFN治療費助

長 崎 県 〇 〇 〇 O 〇 〇 〇 ○ ○ ○

制度を利用してFN治療を
行った者については治秦終
了から6ヶ月を経過した後、
治療効果判定報告書を医療
担関より提出していただい

ているが、未受診となってい

る者についての追跡調査は

熊 本 憬 ○ 〇 〇 ○ ○ 〇 ○ ○ 〇 〇

インターフェロン療法につい

て地域連携パスを作製し、
医療機関間で治療状況を共
有できるようにしている。

0

ウイルス性肝炎に対して
は、保健所における検査を
引き続き実施するとともに、
正しい知識の普及や医師
会、医療機関等と連携した

医療体制等の充実に努めま

す (第5次熊本県保健医療
計画 )。

大 分 塀 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
NF治療効果判定事業に参

宮 崎 県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇
インターフエロン治厩 ll果 判

‐
〇
∞
‐



平成24年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧
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研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

三田 英治 独立行政法人国立病院機構大阪
医療センター (臨床研究センター)

科長 B型慢性肝炎に対する新規逆転写酵素阻害剤テノホビルの有効性・

安全性に関する検討

熊田 博光 国家公務員共済組合連合会虎の
問病院

分院長 ウイルス性肝炎における最新の治療法の標準化を目指す研究

金子 周― 金沢大学 医学部 教授 ウイルス性肝疾患に対する分子標的治療創薬に関する研究

林 紀夫 独立行政法人労働者健康福祉機
構 関西労災病院

病院長 ウイルス性肝炎からの発がん及び肝がん再発の抑制に関する研究

田中 靖人 名古屋市立大学大学院 教授 ウイルス性肝炎に対する応答性を規定する宿主因子も含めた情報の
データベース構築“治療応用に関する研究

榎本 信幸 山梨大学大学院 教授 ウイルス性肝炎の病態に応じたウイルス側因子の解明と治療応用

脇田 隆字 国立感染症研究所
ウイルス第二部

長
Ｒ

Ｐ
土
ロ 肝炎ウイルス感染複製増殖過程の解明と新規治療法開発に関する

研究

下遠野 邦忠 千葉工業大学附属総合研究所 教授 肝炎ウイルスによる肝疾患発症の宿主要因と発症予防に関する研究

大段 秀樹 広島大学大学院 教授 自然免疫細胞リモデリングによるウイルス性肝炎の新規治療法の開
発

松浦 善治 大阪大学微生物病研究所 教授 肝炎ウイルス感染における自然免疫応答の解析と新たな治療標的
の探索に関する研究

嘩
硝
踏
繁

可
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平成24年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

研究代表者 所属施設 職 名 研究課題名

小原 道法 財団法人東京都医学研究機構
東京都臨床医学総合研究所

副参事
研究員

ウイルス性肝炎に対する治療的ワクチンの開発に関する研究

田中 純子 広島大学大学院 教授 肝炎ウイルス感染状況・長期経過と予後調査及び治療導入対策に関
する研究

櫻井 文教 大阪大学大学院 准教授 アデノウイルスベクターを利用したC型肝炎治療薬倉1製基盤技術の開
発

玉井 恵一 宮城県立がんセンター研究所 主任研

究員

小胞輸送ESCRT経路を利用したC型肝炎ウイルス排除

村山 麻子 国立感染症研究所

ウイルス第二部

研究員 C型肝炎ウイルスの非構造蛋白5Aを標的とした新規治療法の開発に

関する研究

吉岡 靖雄 大阪大学臨床医工学融合研究
教育センター

特任准
教授

画期的C型肝炎ウイルス阻害療法の確立を目指した核酸医薬送達ナノ

システムの開発

茶山 一彰 広島大学医歯薬学総合研究科 教授 創薬と新規治療法開発に資するヒト肝細胞キメラマウスを用いた肝炎
―ウイルス制御に関する研究

上本 伸二 京都大学医学研究科 教授 肝移植後C型肝炎に対する治療法の標準化を目指した臨床的ならび
に基礎的研究

前原 喜彦 九州大学医学研究院 教授 ゲノムヮイド関連解析を用いた革新的な肝移植後肝炎ウイルス再感染
予防・治療法の確立

森脇 久隆 岐阜大学大学院医学系研究科 教授 ウイルス性肝疾患患者の食事・運動療法とアウトカム評価に関する研
究
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平成24年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

徳永 勝士 東京大学大学院医学系研究科
人類遺伝学分野

教授 B型肝炎ウイルス感染の病態別における宿主因子等について、網羅的な
遺伝子解析を用い、新規診断法及び治療法の開発を行う研究

伊藤 昌彦 浜松医科大学 医学部 助教 慢性C型肝炎患者由来HCV株感受性正常肝細胞による病原性発現機構
の解明および薬剤評価系の構築

紙谷 聡英 東京大学医科学研究所 助教 免疫機能を保持したヒト肝細胞キメラマウスによる慢性肝炎モデル作出

渡士 幸一 国立感染症研究所ウイルス第
二部

主任研
究官

マイクロRNAを標的とした新規抗C型肝炎ウ
′
イルス治療戦略の開発

渡利 彰浩 大阪大学大学院研究科 助教 移植肝へのC型肝炎ウイルス再感染阻害法の確立

富澤
~―
郎 国立感染症研究所 企画調

整主幹

肝炎等克服緊急対策研究事業の企画及び評価に関する研究

正木 尚彦 独立行政法人国立国際医療研

究センター

肝炎情

報セン

ター長

肝炎に関する全国規模のデータベースを用いた肝炎治療の評価及び
肝炎医療の水準の向上に資する研究

岡本 宏明 自治医科大学医学部 教授 経口感染によるウイルス性肝炎(A型及びE型 )の感染防止、病態解明、
遺伝的多様性及び治療に関する研究

田中 榮 司 信州大学 医学部 教授 B型肝炎の核酸アナログ薬治療におけるdrug freeを 目指した
インターフェロン治療の有用性に関する研究
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平成24年度肝炎等克服緊急対策研究事業
採択課題一覧

研究代表者 所属施設 職 名 研究課題名

溝上 雅史 独立行政法人国立国際医療研

究センター
研究セ

ンター

長

がん化学療法中のB型肝炎ウイルス再活性化予防対策法の確立を目指
したウイルス要因と宿主要因の包括的研究

坂井田 功 山口大学大学院医学系研究科 教授 肝硬変に対する細胞治療法の臨床的確立とそのメカニズムの解明

小池 禾口彦 東京大学医学部附属病院 教授 C型肝炎を含む代謝関連肝がんの病態解明及び治療法の開発等に
関する研究

横須賀 収 千葉大学大学院医学研究院 教授 B型肝炎ウイルスe抗体陽性無症候性キャリアの長期予後に関する検討

鈴木 哲朗 浜松医科大学医学部医学科 教授 C型肝炎ウイルスの増殖制御機構解明と創薬開発のための分子基盤

山口 朋子 独立行政法人医薬基盤研究所 研究員 抗C型肝炎ウイルス活性と高いインターフェロン誘導能を併せ持つ高機能
型核酸医薬の倉1製に関する研究

渡邊 則幸 国立感染症研究所

ウイルス第二部

研究員 C型肝炎ウイルスの新規ワクチン開発に関する研究

島上 哲朗 金沢大学医薬保健研究域
医学系

研究員 C型肝炎ウイルス感染特異的な長鎖ノンコーディングRNAの探索

朝霧 成挙 京都大学医学系研究科 准教授 炎症により誘導されるビタミンA非含有細胞のマトリクス産生とその機序
―肝硬変の進行遮断と肝機能の再生を目指した線維化防御標的の発見‐

華山 力成 大阪大学免疫学フロンティア

研究センター
特任准
教授

肝炎ウイルスの脂質二重膜を標的にした新規抗ウイルス薬とワクチンの

開発
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平成24年度難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 (月干炎関係研究分野)
採択課題T覧

研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

四柳 宏 東京大学医学部 感染症内科 准教授 集団生活の場における肝炎ウイルス感染予防ガイドラインの作成のための研究

八橋 弘 国立病院機構長崎医療センター

臨床研究センター
治療研
究部長

病態別の患者の実態把握のための調査および肝炎患者の病態に即した相談に
対応できる相談員育成のための研修プログラム策定に関する研究

泉 並木 武蔵野赤十字病院 消化器内科 副院長 慢性肝炎口肝硬変朝干癌の病態解明と各病態および都市形態別で求められる医
療を考慮したクリティカルバスモデルの開発のための研究

龍岡 資晃 学習院大学 法科大学院 客員

研究員
肝炎ウイルス感染者に対する偏見や差別の実態を把握し、その被害の防止の

ためのガイドラインを作成するための研究

渡辺 哲 東海大学医学部 教授 職域における慢性ウイルス性肝炎患者の実態調査とそれに基づく望ましい配慮
の在り方に関する研究

相崎 英樹 国立感染症研究所 ウイルス第二

部

室長 慢性ウイルス性肝疾患患者の情報収集の在り方等に関する研究

田中 英夫 愛知県がんセンター研究所 疫学・

予防部

部長 肝炎対策の状況を踏まえたウイルス性肝疾患患者数の動向予測に関する研究

平 尾 智広 香川大学
―
医学部公衆衛生学 教授 ウイルス性肝疾患に係る各種対策の医療経済評価に関する研究

田尻 仁 大阪府立急性期・総合医療セン

ター 月ヽ児科

部長 小児期のウイルス性肝炎に対する治療法の標準化に関する研究

工藤 正俊 近畿大学 医学部 教授 慢性ウイルス性肝疾患の非侵襲的線維化評価法の開発と臨床的有用性の確立

成松 久 独立行政法人産業技術総合研究

所 糖鎖医工学研究センター

セン

ター長

肝疾患病態指標血清マーカーの開発と迅速、簡便かつ安価な測定法の実用化

加藤 真吾 慶應義塾大学 医学部 講師 肝炎ウイルス検査体制の整備と普及啓発に関する研究
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平成24年度B型肝炎創薬実用化等研究事業
採択課題一覧

研究代表者 所属施設 職 名 研究課題名

満屋 裕明 熊本大学大学院
生命科学研究部

教授 B型肝炎ウイルス感染症に対する新規の治療薬の研究 "開発

小嶋 聡― 独立行政法人理化学研究所 研究員 次世代生命基盤技術を用いたB型肝炎制圧のための創薬研究

脇田 隆字 国立感染症研究所 研究員 B型肝炎ウイルスの感染複製機構の解明に関する研究

上田 啓次 大阪大学医学系研究科 教授 B型肝炎ウイルス感染受容体の分離・同定と感染系の樹立及び感染系
による病態機構の解析と新規抗HB∨剤の開発 ′

下遠野 邦忠 千葉工業大学 教授 HB∨の感染初期過程を評価する系の開発とそれを用いた感染阻害低分
子化合物およびレセプター探索

成松 久 独立行政法人産業技術総合
研究所

研究員 B型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解析と医用応用技術の実用化ヘ

加藤 直也 東京大学医科学研究所 その他 B型肝癌における自然免疫の機能解明とその制御による発癌抑止法
開発

藤田 尚志 京都大学ウイルス学研究所 教授 B型肝炎の新規治療薬を開発するための宿主の自然免疫系の解析に関
する研究

田中 靖人 名古屋市立大学医学系研究
科

教授 B型肝炎ウイルスの持続感染を再現する効率的な培養細胞評価系の開
発に関する研究



平成24年度B型肝炎創薬実用化等研究事業
採択課題一覧

―
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研究代表者 所属施設 職名 研究課題名

小原 道法 (財 )東京都医学総合研究所ゲ
ノム医科学研究分野

研究員 ツパイ全ゲノム解析に基づくB型肝炎ウイルス感染感受性小動物モデル
の開発とその応用

竹原 纂女良

"

大阪大学医学系研究科 教授 免疫系を保持した次世代型B型肝炎ウイルス感染小動物モデルの開発と
その応用

茶山 一彰 広島大学医歯薬保険学研究院 教授 革新的な動物モデルや培養技術の開発を通じたHBV排除への創薬研究

山村 研― 熊本大学生命資源研究・

支援センター
教授 ヒト/チンパンジー・マウスハイブリッド技術を利用したB型肝炎ウイルス

感染モデルマウスの開発

金子 周― 金沢大学医学系 教授 HB∨ ccc DNAの 制御と排除を目指す新規免疫治療薬の開発

溝上 雅史 独立行政法人日立国際医療

研究センター
研究セ

ンター

長

人ロキメラ遺伝子と肝臓特異的な輸送担体の開発を基盤とした肝臓内
HB∨ DNA不活化を目指した新規治療法の開発

森屋 恭爾 東京大学医学部附属病院 教授 B型肝炎ウイルスの完全排除等、完治を目指した新規治療法の開発に
関する包括的研究

正木 尚彦 独立行政法人国立国際医療研
究センター

肝炎情

報セン
ター長

B型肝炎創薬実用化等研究事業の評価等に関する研究



上_野炎治療促進のための環
○ 肝炎治療に係る医療費助成の継続実施

137億円 (152億円)
°

医藤≦各冨晟手:/治
辱又は核酸アす

ログ製剤治療を必要とするB響及びC型月干炎患者が、その治療を受けられるよう、対象医療を拡充し、引き続き

O 適切な治療への連携
。 肝炎の治療に必要な情報等を記載した手帳の配布や健康管理担当者等が月T炎に対すぅ知識を習得することで、未治療者等を適切な治療へつなげる。|           二

'
41億円 ( 55億円)

○ 保健所における肝炎ウイルス検査の受診勧奨と検査体制の整備
: 裕棄奎秀篠暮?符写言冒[1::魁編傍隻駅憂基を縫衰寧2F整備する。な引き続き緊急肝炎ウイルス検査事業を実施。
○ 市町村等における肝炎ウイルス検査等の実施                  ′

10億円 ( 7億円)

○

○

○

○

職場や地域な
´
どあらゆる方面への正しい知識の普及 (一部新規 )

肝炎患者等が広く相談を行 うことができる体制を整備する。

°
備撃暑奮[電献ご殊獣鸞巽昇ξ鼈 り孵笏辱爵呻

′
Ⅷ 靡 ず覆課慶ヤ

リア等からの相談割こ対応する体叙相談センタ→整
肝硬変・肝がん患者に対する心身両面のケア、医師に対する研修の実施
地域の相談窓回の利便性の向上 (新規 )
。 ´月干炎専門医療機関に地域肝炎治療コーディネーターの技能習得者を配置するなどして、

生」聖國旦量する正しい知識の普及 2億円 (  2億円)
・ 新聞やテレビ等のマスメディアを活用して効果的に周知を図る。

5 研究の推進
○ 肝炎研究 7カ年戦略の見直しとさらなる推進 【厚生科学課計上】

49億円 ( 21億円)

臨床、疫学研究等
。 C型肝炎ウイルス等の持続感染機構の解明や肝疾患における病態の進展予防及び新規治療法の開発等を行 う、肝炎に関する基礎 (
を推進する。
難病・がん等の疾春分野の医療の実用化研究事業 (肝炎関係研究分野)【厚生科学課計上】
月干炎感染予防ガイ ドラインの策定等、肝炎総合対策を推進するための基盤に資する行政的研究を実施する。
B型肝炎の創薬実用化等研究事業 (日本再生重点化措置)(新規)【厚生科学課計上】

∬
瑚

囮

華

“

○

　

☆

平成 24年度肝炎対策関連予算    239億 円 (237億円)
うち『日本再生重点化措置』要望額  28億

3 健康管理の推進と安全二安心の肝炎治療の推進、肝硬変・肝がん患者への対応

40歳以上の 5歳刻みの方を対象とした肝炎ウイルス検診の個別勧奨を実施。

既存薬剤の周辺化合物の構造解析等の創薬研究や臨床研究等、B型肝炎の新規治療薬の開発等に資する研究を推進する。



参考資料 9

1

受診者 (人 )
HBs抗原検査におい
て「陽性」と判定され
た者(人 )

感染者率(%)

肝炎ウイルス
検査事業

緊急肝炎ウイルス検

査事業
肝炎ウイルス

検杏事業
飛急肝炎ウイルス

検査事業
肝炎ウイルス

検杏事業

糸 3月十炎

ウイルス 全体

平成22年 度 44.433 236.413 280,84( 424 11

平成22年度特定感染症検査等事業における肝炎ウイルス検査の実績

受診者(人 )

呪仕、じ型ll■炎ワイルス
に感染している可能性
が極めて高い」と判定
た者(人 )

感染者率(%)

炎ウイルス

-79-



平成22年度 B型肝炎ウイルス検査実施結果

肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査事業

受  診  者

(人 )

A

→Bs抗原検査に
ヽ  い   て‐
 Ftt il■  」 と
11定 され た 者
(人 )

B

感 染 者 率

(%)
C

lB/A X100〕

受  診  者

(人 )

C

H Bs抗 原検査
に お い て
「 陽 性 」と
半1定された者
(人 )

D

感 染 者 率

〈9/o)

C
(Dノ/C X100)

1
j屁 罪 0

青   森 6 389 7

手 岬 5

宮 城 18,3
秋 田

山 形 岬 0

7 島 1

茨   城 11 0

栃 木 277 0 0

群   馬 0
11 晰 土 1557
12  1千  葉

東   京   者| 0

神 奈 lll県 5

新   潟
富   山

1 石 274 0 1,33 1

福   井 3 2

出   梨 497 0 0

長 1 0

l岐 早

2 1倒 1355 6 1

l曇 県 710 9

重

滋 賀 1 2

京  都  舶 217 2

大 阪 1 lR 686
丘
（
庫 4 2177

き
な 良 0

:1l  JL

取

島   イ旦 3 2

1岡 山

広 風

山 口 県 2 10873
徳 島 6

香 嘱 0 1 1

愛   媛   県 2 0

3■__1高  知 0

l子晶  1倒   リメ 332 8 1914 1

匠 笛 1 7 3781 1

l長 崎 225 520 9

本 県 505 8 286 9

大 分 岬 0

崎 2

庄  児  島 2 824 2

0 0

都 道 府 県 計 17.698 49758 458

-80-
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肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査事業

受  診  者

(人 )

A

HBs抗原検査に
お  い   て
「 1暢  1生  」 と
判 定 され た 者

(人 )

R

感 染 者 率

(96)

C
B/AX100

艶  診  者

(人 )
C

→Bs抗原検査
こ お い て
F易 1生 」と
卜」定された者
(人 )
n

感 染 者 碑

(%)
C

(D/C X 100)
千 代  田 0

中  央   区 0

0

1 0

丈 0

3 0

田 0

工   つ 3

区 0

4 0 0

大 田 0 2

田  谷  区 0 1

谷 区 0 0

中 IX 4

区 0 0 0

3 3

0 2

区 0 8

区 1 1 0

1 0 0 0
1 2

区 0 0
T 百  1,l 瞑 2907 0 0

零幸男 玉言十 4686 1935
44438 424 1 230413 2494 1

-82-



平成22年度 C型肝炎ウイルス検査実施結果

肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査事業

者診
　
　
人

ム

受

‐
現在、C型肝炎ウイ
ルスに感染している
可能性

が1■めて高い」と半1
定された者

~

(人 )

B

感 染 者 率

(%)
C

fBノ/A X100

受  診  者

(人 )

C

「現在、C型肝炎
ウイルスに感染
している可|セ性
がIIめて高い」
と半1定された者

(人 )

D

感 染 者 率

(%)
C

(D/C X 10o)
1 J「   布
2 6 1

3 ］百 1

4 城 0 1833
5 田

6 山 形 県 l

幅   島   県
8 天   城 1

9 木   県 1

群   馬   県 7

奇   玉 1.567

千   葉   県 n04,
1

東   京  都 0
神  奈  川  県
新   ,R
呂   Ш

7 石 県 0 1.334 5
旧   井 2
山   製 0 0

野  リ 1 0
岐   阜 2 6
静   岡 282 2 1

7 8
重 県 0 224 9

磁 賀 岬 0
東    者R

1

阪   廂 1 18686 0
兵   庫   県 2193
参
示 良 県 0

30 割χ  LL 5

取   螺 0 0
甍   イ艮  県 2

岡   山 7

島

lJ  口 2 0
南   島 2 0

0
残 1 2

7 0 9 1

嘔   岡 1

1 3772
4 9 1

橋   本 8

3 11 3
菫 児  島 6

渦 0 0
15909 50605 1

「
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肝炎ウイルス検査事業 緊急肝炎ウイルス検査事業

受  診  者

(人 )

A

‐
現在、C型肝炎ウイ
ルスに感染している
可能性

が極めて高い」と半1
定された者

(人 )

B

感 染 者 率

〈%)
C

(B/A X100

受  診  者

(人 )

C

「現在、C型肝炎
ウイルスに感染
している可能性
が極めて高い」
と半1定された者

(人 )

D

感 染 者 平

(9/o)

C
(Dノ′C X100)

幌 0 55396
イ山

さ い ま 2 1

千  葉 3 0 0

浜   TF 0

l‖   崎   嗜 0 7

模 原 0 3

潟

岡   TF 529 3 1

浜  松 2 1

名  古 屋 130

只 都 1991 1

 ヽ I収 0

7F 1 0 1

F FF

山 1 5

島 2 9

北 九 り‖ 雨 0 0 6720 1

福
~岡
 市 455 6 13497

館 1

庁 0

森  市 17 0 1675
岡 0 0 0

秋 出 8

7 Ш 雨 0 0

ヽ わ き 0 0

都 冨 市 0

オ喬 1 0 0

馘 910 3 1746
1簡 1 9

0 0 1307

須  習  市 249 1

昌 0 0

8

0

1 1 4

1嵩

崎

田 2 1

大   渾 1

槻

大 阪 市 3 1

路 0

崎 1

官   TF
日 0

歌  山 11 1

倉 敷

山  市 1340 3 1

下  関 1 0

松   TT
松  山  7F 2

高  知 1557
久  留 末

長 崎 市 1 3706
爬 1

大 7

冨 市 0

鹿 児 島

租 TF 4ク ,

八 王 子
藤  沢
四  日 雨 2 222 g

1 2

大 革  出
イ
'lF  

世    (::t -7F 1 1193
保 健 所 設 置 市 冨1 16475 187813 1317
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肝炎ウイルス検査ヨ5業 緊急肝炎ウイルス検査事業

受 診 者

(人 )

A

「現在、C型肝炎ウイ
ルスに感染している
可能性

がlIめて高い」と判
定された者

(人 )

感 染 者 率

(%)
C

B/AX 100〕

者診

　
　
人

＾

受

「現在、C型肝炎
ウイルスに感染
している可能性
が極めて高い」
と判定された者

(人 )

D

感 染 者 率

(%)
C

(Dノ/C X100)
代  田 1

央 0 0
0 0

7 踊]   [ 0 0
一見 0
菌   区 0
田 0 1

江 0

0 3

2 1 0
田   区 0 0 4
田  谷 0 0

1

谷 0 0
野   区 1

並 3 0
島 2 3

1 4 4 1

楕 0 0
罵 0 0 0
一一 11 0

0 5
工  戸 0 0

特 別 区 E十 1.938 11
合 計 36.987 240356 1860

-85-



平成22年度健康増進事業における肝炎ウイルス検診等の実績
1肝炎ウイルス検診等実績

(1)

受il者 (人 )

|「 sl几 原慣■にJ,い

て「腸 ri」 と11定され

た と(人 )

感染者率(%)

40れ |,診 :十 100トィ 計 40″ 1ヽ● :

平成 2年″(

ヤiり ,(人 哺,|■ ■t'い

|()ヽ IⅢ  l｀ ●1 41)Ⅲ ll“

平成 ,,年■

(参つ C型及びB tt lT炎 ウイルス感染者率の1佳移について(全体)

,L汁 11r
[rll「 ],文 、回)

平鹿 2年 ■

2肝 炎ウイルス検 診の感染者率
(1)40歳 検診

(注)東 日本大震災の影響により、一音1の 自治体が未桑3tとなつているため、今後、各数値に変更が生じる可能性がある。

1■●12 度

lⅢⅢ2年度

(2)40歳 検診以外の対象者への検診

-86-



平成22年度 B型肝炎ウイルス検査実施結果

宅象

人

Ａ

対 者診
人
Ａ

受

て
者
い

た

ぉ

れ

に

さ

査

定

＞

検

判

は

Ｂ

原

と

抗

Ｊ
ｓ
性
Ｂ
陽

Ｈ

ｒ
際 梁 者  率
(%)
C

(B/Ax100)
4352(

2 姦 6

3 書   革
4 富   城

田    岬

3428( 9

太 9

罵

疇   玉
千   葉

一只 23849〔

6293,
潟 746( 2

山

6

井 203
梨    蝙

2528ε

2 団 2

,   知

賀

13753

ra

語   良
尋欠   LL

762(

280

」4   日
島

1■ 752(

福    岡
賀    県

4 1

|.|

寵  児  島  県
沖   縄

者象

人

△

対 者診

人

Ａ

受
て
者
い

た
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平成22年度 C型肝炎ウイルス検査実施結果

l現在 、C型月十炎ウイルスに
感染している可能性が極めて

高い」と判定された者(人 )

1現在、C型肝 炎ウイルスに
感染している可能性が極めて

高い」と半1定された者 (人 )
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「現在、C型肝炎ウイルスに

感染している可能性がIIめて

高い」と判定された者 (人 )
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「現rI、 C型肝炎ウイルスに
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肝炎ウイルス検診についての健康教育・健康相談の実施状況

l12康相談
実 施回毅

`同

) 参加延人数 (人 ) 掌 肺 回数 (回 )

岩   羊 1667
4 城    県
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11
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緯    県
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嘔   岡   TF
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市町村独自検診分集計結果
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疾患診療連
参考資料10

月十 ~聾
女平成24年 4月 1日 現在

都道府県名 施 ユ改 名 所 在 地

北 海 道

国立大学法人 北海道大学病院 本し幌市北区北14条西5

国立大学法人 旭川医科大学病院 旭川市緑が丘東2条 1

札帆医科大学付加:病院 札幌市中央区南1条西可6

青 森 県 国立大学法人 弘前大学医学部附属病院 弘前市本町53

岩 手 県 岩手医科大学附属病院 盛岡市内丸19-1
宮 城 県 国立大学法人 東北大学病院 仙台市青葉区星陵町1-1

秋 田 県
国立大学法人`秋田大学医学部附属病院 秋田市広面蓮沼44-2
市立秋田総合病院 秋田市川元松丘町4-30

山 形 県 国立大学法人 山形大学医学部附属病院 山形市飯田西2-2-2
福 島 県 公立大学法人 福島県立医科大学附属病院 福島市光が丘1番地

茨 城 県
株式会社日立製作所 日立総合病院 日立市城南町二丁目1番 1号

東京医科大学茨城医療センター 稲敷郡阿見町中央三丁目20番 1号

栃 木 県
自治医科大学附屈病院 下野市薬師寺3311-1
獨協医科大学病院 下都賀郡壬生町北小林880

群 馬 県 国立大学法人 群馬大学医学部附属病院 前橋市昭和町3-39-15
埼 玉 県 埼玉医科大学病院 入間郡毛呂山町毛呂本郷38
千 葉 県 国立大学法人 千葉大学医学部附属病院 千葉市中央区亥」11-8-1

東 京 都
国家公務員共済組合連合会 虎の問病院 港区虎ノ門2-2-2
武蔵野赤十字病院 武蔵野市境南町1-26-1

神奈川県

横浜市立大学附属市民総合医療センター 村1浜市南区剤i舟町457
聖マリアンナ医科大学病院 川崎市宮前区菅生21-1

北里大学東病院 相模原市麻,‖台21-1

東海大学医学部付属病院 伊勢原市下料1屋 143

新 潟 県 国立大学法人 新潟大学医山学総合病院 新潟市中央区旭町通一番町754番地

富 山 県
富山県立中央病院 II山市西長江2-2-78
市立砺波総合病院 砺波市新富町1-61

石 県 国立大学法人 金沢大学附属病院 金沢市宝町13-1
福 井 県 社会福祉法人恩賜財団福井県済生会病院 福井市和田中町舟l17・ 7-¬

山 梨 県 国立大学法人 山梨大学医学音F附属病院 中央市下河東 11¬ 0

長 野 県 国立大学法人 信州大学医学部附属病院 松本市旭3-1-1
岐 阜 県 国立大学法人 岐阜大学医学部附属病院 岐阜市|り‖戸1-1

静 岡 県
順天堂大学医学部附属静岡病院 伊豆の国市長岡 1¬ 29

国立大学法人浜松医科大学医学部附属病院 浜松市東区半田山1-20-¬

愛 知 県

国立大学法人 名古屋大学医学部附属病院 名古屋市昭和区鶴舞町65

名古屋市立大学病院 名古屋市I需穂区瑞穂町字川澄 1

藤田保拠衛生大学病院 豊明市沓掛町田楽ヶ窪1-98
愛知医科大学病院 愛知郡長久手町大字岩作字雁又2¬

二 重 県 国立大学法人 三重大学医学部附属病院 津市江戸橋2-¬ 74

滋 賀 県
国立大学法人 滋賀医科大学医学部 Ff・l属病院 大津市瀬田月輪町

大津赤十字病院 大津市長等―丁目1-35

京 都 府
国立大学法人 京都大学医学部附属病院 京都市左京区聖護院川原町54

京者F府立医科大学附属病院 京者「市上京区河原町通広小路上る梶井町465

大 阪 府

関西医科大学附属滝井病院 守口市文園町10番 15号

近畿大学医学部附属病院 大阪狭山市大野東377-2
国立大学法人 大阪大学医学部附属病院 吹田市山田丘 2番 15号

大阪市立大学医学部附属病院 大阪市阿倍野区旭町1-5-7
大阪医科大学附属病院 高lll市大学町2番フ号
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肝疾患診療連携拠点病院一覧(平成24年 4月 1日現在)
都道府県名 施 設 名 所 在 地

兵 庫 県 兵庫医科大学病院 西宮市武庫川町 1番 1号

奈 良 県 公立大学法人奈良県立医科大学附属病院 橿原市四条町840

和歌 山県
独立行政法人国立病院機構 南和歌山医療センター 田辺市たきない町27-1

和歌山県立医科大学附属病院 和歌山市紀三井寺8¬ 1-1

鳥 取 県 国立大学法人 鳥取大学医学部附属病院 米子市西町36番地 1

島 根 県 国立大学法人 島根大学医学部附属病院 出雲市塩治町89-1

岡 山 県 国立大学法人 岡山大学病院 岡山市鹿田町2-5-¬

広 島 県
国立大学法人 広島大学病院 広島市南区霞1-2-3
福山市民病院 福山市蔵王町5-23-1

山 口 県 国立大学法人 山口大学医学部附属病院 宇部市南小串1-¬ -1

徳 島 県 国立大学法人 徳島大学病院 徳島市蔵本町2-50-¬

香 県
香川県立中央病院 高松市番町5-4-16
国立大学法人香川大学医学音F附属病院 木田郡三木町大字池戸可750-1

愛 媛 県 国立大学法人 愛媛大学医学部附属病院 東温市志津川

高 知 県 国立大学法人 高知大学医学部附属病院 南国市岡豊町小蓮185-1

福 岡 県 久留米大学病院 久留米市旭町67

佐 賀 県 国立大学法人 佐賀大学医学部附属病院 佐賀市鍋島5-1-1
長 崎 県 独立行政法人国立病院機 |‖ 長崎医療センター 長ltl県 大村市久原2丁 目1001-¬

熊 本 県 国立大学法人 熊本大学医学者「附属病院 熊本市本荘 1-1-」

大 分 県 国立大学法人 大分大学医学部附属病院 由布市挟間町医大ヶ丘1-1

宮 崎 県 国立大学法人 宮崎大学医学部附属病院 宮崎郡清武町大字木原5200番地

鹿児島県 国立大学法人 鹿児島大学病院 鹿児島市桜ヶ丘8-35-1
沖 縄 県 国立大学法人 琉球大学医学部附属病院 中頭郡西原町字上原207番地

計 47都道府県 70施設
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参考資料 11

イング摯フェロン治療、
核酸アナ囲グ製剤治療の

脱囃ht鍼1成を行くしばす。
*原則、:月あたり1天ラ|∃
(世帯所得の高い力については、2万 円 )
を超える部分について、医療費を助成します。

～平成23年度から下記の治療も助成対象となりました。～

詳し<はお住まいの都道府県におF。5し 合ヽわせ<ださい。

l B型肝炎に対する
ペグインターフェロン単独療法

2 C型肝炎の代償1生肝硬変に対する2剤併用療法
(ペグインタ=フェロン、リバビリン)

3 C型肝炎に対する3斉」併用療法
(ペグインターフェロン、リバビリン、テラプレビル)

()厚生労働者健康局



ウイメレス性ET炎の治療に:関するお知らせについて

＝＝
＝
一肝炎ウイノレスに

感染してしヽることが分かった儡

|●まずは専P5医に相談してみましょう。
そこで、本格的な治療が必要かどうかを判断します。
肝炎ウイルスに感染しても、ずっと症状が出ないまま終わることも
| あり、すぐには治療が必要ではない場合もあります。
|  また、治療は、症状と体の状態に合わせて選びます。

t連壁妾堅主三F聖型三皇!「す2f_J― __:ir l==ミ
:ミヽ 。

1都道府県では、肝疾患診療連携拠点病院を指定しており、ここを中心として、都道
I

II府県内の各病院、そしてあなたのかかりつけ医が一緒になつて、あなたの治療を応
IF援する体制を作つています。

」

性
椰

交
換

識
爆
費

・催
計
支
■

こ関して、綺睫［］け

調
に
和
誂
筆
椰

，
安

最

間

お

に

全国C型肝炎診燎11談会
「都道府県における肝炎検査後肝疾患診療脅1制に関するガイドライン」(H19126)よ り
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医療費|これする助成が受け5机まず◎
亀

<自己負担限度月額>
月あたり原則1万円 (上位所得世帯 2万円)を超え
る医療費について助成が受けられます。

<対象となる治療>
l B型 肝炎に対する治療
(1)イ ンターフェロン (α、β)
(2)ペグインターフェロン
※平成23年 9月から
(3)核酸アナログ製斉」

2 C型 肝炎に対する治療
(1)イ ンターフェロン (α、β)
① 単剤
② リバビリンとの併用療法   ,
(2)ペグインターフェロン
① 単剤
② リバビリンとの併用療法
③ リバビリンとテラプレビルとの併用療法
※平成23年 11月から

(注)医療費の助成を申請される場合は、上記の治療法
や種類について、専門医又は主治医とよ<ご相談<
ださい。
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●/At費による医療費助成の対象となる治療について
(1)イ ンターフェロン治療
○ インターフェロンは免疫系・炎症の調節等に作用して効果を発揮す
る薬剤で、ウイルス性肝炎を根治する目的で使用されます。

O B型 肝炎の場合 ,約 3害」
C型肝炎の場合 約5害」～9害Jの人が治療効果を期待できます。

※治戒:効果は、遺伝子型やウイルス量などによって異なります。

○ 強い副作用を伴うことが多いので、医師とよ<相談して<ださい。
主な静1作用 :イ ンフルエンザ様症状 (Jι熱、頭力

`、

筋肉痛等)、 自Jll球 。好中球減少、
血小板減少、不眠、うつ、投与部位のヵIみ、脱毛、めまい

(2)核酸アナログ製剤治療
○ 核酸アすログ製剤は、 B型肝炎ウイルスのDNA合 成を阻害する作
用がある薬剤で、ウイルスの1曽殖抑制の効果があります。

○ 治療にあたっては、下記のような留意点がありますので、専門医療
機関等の医師とよ<相談して<ださい。

服用を中止することにより、肝炎が増悪する場合がありますので、自己の判断で中止しない
でください。
薬斉」投与中に耐性ウイルスが出37Lし て肝炎が増悪する場合がありますので、B型慢性肝疾患
の治療に十分な知1哉 と経験を持つ医師の下で治療を受けることが必要です。

以下の書類が必要となりますので、詳しくは都道府県又はお近くの保健所にお問い

合わせ<ださい。        ´

①肝炎治療 (イ ンターフェロン治療又は核酸アナログ製剤治療)受給者証交付申
言青書

②医師の診断書 (発行:かかりつけ医など)

③あなたの氏名が記載された被保険者証等の写し (発行:各保険者)

④あなたの属する世帯の全員について記載のある住民票の写し

⑤市町村民税課税年額を証明する書類 (発行:お住故いの市町村)

-④受診

申請後の流れ (イメージ図 )

助成を受けるには、どのような手続きが必要なのですか ?

③受給者証の交付

②
審
査
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～ 感染拡大の予防のために ～

以下に、主な注意点を挙げます。

<B型肝炎>
・歯ブラシ、カミソリ、ピアスなど血液がつく可能性のある
ものを他人と共用しない。
・血液や分泌物の付着したものは、むき出しにならないよう
にしっかり包んで捨てるか、流水でよ<洗い流す。
・外傷、皮膚炎、鼻血、月経血などはできるだけ自分で手当
てをする。
・献血、入れ墨などは行わない。
,性行為にはコンドームを使用する。
・出産の際には適切な母子感染予防措置を受ける。

※B型肝炎の場合はワクチンによる感染予防が可能です。
同居するご家族等へのワクチン接種をお勧めします。

<C型肝炎>
・歯ブラシ、カミソリ、ピアスなど血液がつ<可能性のある
ものを他人と共用しない。
・血液や分泌物の付着したものは、むき出しにならないよう
にしっかり包んで捨てるか、流水でよく洗い流す。
・外傷、皮膚炎、鼻血、月経血などはできるだけ自分で手当
てをする。
・献血、入れ墨などは行わない。

(お問い合わせ先)
● 厚生労働省健康局疾病対策課 肝炎対策推進室
TEL:Oo-5253-1111(月 ～金曜日、9時半～18時 )
URL:http://u鴨 町 mhlw gOゎ /bunya/kenkOu/kekkaku_kanscnshOuo9み ndcx htlnl

● 公益財団法人ウイルス肝炎研究財団(病気の相談など)
丁EL:03-5689-8202(月 ～金曜日、10時～16時 )
URL:http1//恥町 wvh巧.Or.,P/08.consu1/hdex.html

Mail:vll巧 @ieansOCn.ne。 ゎ
7月28日は
日本肝炎デー(製作)厚生労働省健康局
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参考資料12

厚生労働省「提言型政策仕分け」

テーマ 3長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた患者

に対する保健医療分野の支援と就労支援の連携

提言 (取りまとめ )

【総論】
長期治療を要する疾病において、近年の治療技術等の進歩等により「働く
こと」が可能な患者が増えており、治療と仕事の両立を図る支援の仕組みづ
くりを強化することが必要である。
この場合に、患者側の視点にたった分かりやすさ、企業側にたった活用の
しやすさ等を念頭において、これまでの取組みをレビューし、さらに実効性
の高い仕組みとしていくことが求められる6

【医療機関や就労支援機関が連携した取組み】
○医療機関・相談センターや就労支援機関が連携して就労を支援するため
に、各機関の相談体制の強化や連携の仕組み作りに努めるべき。
例えば、次のような取組を推進して欲しい。
・病気の診断を受けてすぐに就労に関する相談を受けられるような体制
や連携体制の整備。
口患者が、どこにどのような就労支援の窓口や就労に関する情報がある
のかわかるよう、例えば、医療機関等で就労支援に関する情報を集め
たリーフレットを患者に配るような取組。
口医療機関が、診察や治療にあわせて、患者が就労するに当たって配慮
すべき事項等に関するチェックリス トを作成し、就労支援で活用する
ような仕組み。
口医療と就労の両方の分野について知識を持った専門支援人材の育成。
○ また、このような取組を進めるに当たっては、医療機関等と就労支援機
関との連携による就労支援の効果の分析を行うべき。

【職場での取組みの支援】
○ 治療と仕事の両立を図る上で、職場でどのような配慮を受けているのか
まずは実態をよく把握すべき。
○ 治療に専念せざるを得ないときの就労支援策として、復職|こ対する不安
を払拭できるよう、治療のための休暇の企業への普及を推進すべき。
○ 治療のための体暇からの復帰の過程や定期的な治療が必要な時期に、労
働者の希望も考慮して、短時間勤務への変更や配置の変更など労働条件
が適切に配慮されるよう、労働時間等見直しガイドライン等を事業主に
一層周知すべき。
O体調と相談しながら在宅で仕事なすることができるよう、在宅勤務を推
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進し、労務管理上配慮すべき点について周知を図るべき。
① さらに、患者や支援者がお互いに支え合いながら働いていけるような起
業などの雇用ではない働き方を支援することも検討すべき。

【医療機関や相談支援面での取組み】
○ 働きながら通院ができるよう、例えば土日に開いている病院を増やすな
どの取組を検討すべき。
○ 仕事が休みの土曜日などに患者が気楽に職場での悩みを相談できるよ
うな、地域の中の相談支援機能を充実させるべき。

このほか、疾患ごとの取組として、以下の内容を提言する。

難病については、
○ 疾患ごとに就労上の課題は様々であるため、病態、年齢等に応じたきめ

細かな対応を行うべき。
○ 既存の支援策 (助成金等)がよリー層活用されるよう、事業主や難病患
者等に対して更なる周知を図るべき。

がん 口肝炎については、
○ がん患者の退職 口解雇の実態を把握 口分析 し、その他の職業人生におけ
るイベントに伴う退職等とも比較しながら、日標値を立てることが可能
か検討すべき。
○ がん登録を進めることは極めて重要であり、その際に就労や就労二一ズ
に関する情報も取得できるか検討すべき。
○ 医療従事者にとつて過度な業務負担とならないよう配慮した上で、抗が
ん剤の夜間投与など、就労と治療とを両立できる方法を積極的に取り入
れることを検討すべき。
○肝炎対策の趣旨や重要性について、国民の正しい理解を促すよう、周知 ロ

啓発に努めるべき。

糖尿病については、
○ 産業医等産業保健スタッフのみならず、職場の管理職が本人の病気を知
らなければ就業上の配慮はできないが、上司 口同僚に病気を知られたく
ない者もいるため、まずは職場の管理職が職員の病状を把握できている
かどうかを調査 口把握すべき。
○ 糖尿病を悪化させないためには、就業時間外の診療を可能とするような
環境整備や、病院と職場との連携が重要。
○ 初期は自覚症状がないため、本人への意識付けや知識の付与などを図る
ため、糖尿病について広く周知を図るとともに、健診受診や医療機関受
診の機会を捉えた保健指導、情報提供の実施など、本人の行動の変化に
つながる効果的な方策を検討すべき
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評価シートに記載された書委員の提言内容

患者の就労支援に関しては、病院内で退院支援を行つている医療ソーシ
ヤルワーカーの活用も検討して欲 しい。その質と量を確保するために、将
来的には一定以上の医療施設に配置することも考えていただきたい。
糖尿病治療を促進するため、治療を継続しないで透析に至ること、のない
よう、さらに踏み込んで個人に着目した実効性のある施策を検討して欲し
い。
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参考資料 13
平成22年度身体障害者手帳交付台帳搭載数 (障害程度、搭載状況男1).

注 :1)本表は年度分報告である。
2)東 日本大震災の影響により、福島県(郡山市及びいわき市以外)、 仙台市を除いて集計した数値であるc

総数 1級 2級 3級 4級 5級 6級

総数 5,109,282 1,563,109 8361431 879,724 1,176,610 3251962 327,446

視覚障害総数 371,700 124,609 105,272 29,748 30,216 47,772 34,083

聴覚・平衡機能障害総数 449,604 22,922 104,789 571560 921923 2,606 168,804

音声・言語・そしゃく総数 59,503 2,446 3,908 33,950 19,199 0 0

肢体不自由総数 2)818,652 585,908 605,016 5191091 708,494 2751584 124,559

内部障害総数 1,409,823 827.224 17,446 239,375 325,778 0 0

心臓機能障害総数 771,886 487,221 6,209 151,440 127,016 0 0

じん臓機能障害総数 326,986 302′ 80C 1,376 17,031 5,779 0 0

呼吸器機能障害総数 104,131 26,723 2,365 54,684 20,359 0 0

ぼうこう。直腸機能障害総数 182,567 1,260 967 11,839 168,501 0 0

小腸機能障害総数 5,104 1,192 189 802 2,921 0 0

免疫機能障害総数 13,273 3,382 5,674 3,177 1,040 0 0

肝臓機能障害総数 5,876 ′
■
＾
υ
′
十 666 402 162 0 0
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